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主要な施策の成果



o 主要左施策の成果

地方自治法第 2 3 3条第 4項の規定 K基づき、昭和 5 5年度日野市一般会計及び各特別会計になける主要

左施策の成果について報告します。

昭和 56年 9月

日野市長森 田 喜美男
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主要な施策の成果

景気の動向に立ち直りのきざしがみえてきたものの雇用不安は依然

として続き、まだまだ日本経済は厳しいと言わざるをえない。一方行

政改革などが叫ばれ、補助金等が、整理、廃止の方向で進む中で、当

市においては、実質本位を貰き、財政の効率化をはかりながら、昭和

5 5年度は、 「健康的な文化都市の創造」を基本に

o まちづくりの基礎をつくる。

o 教育、文化、スポーツの発展をはかる。

o いのちとくらしを守る。

o 市民自治の振興をはかる。

以上を柱として、次の施策を重点的に行い、成果をあげることができ

た。

1. 生活環境の整備

緑豊かな生活環境の中で、市民が安全で、健康に、文化的な生活を

営める環境を確保するため、下水道、道路、公園等の都市基盤を中心

とした生活環境の整備にとりくみ、以下の施策を行った。

下水道事業については、浅川北第 1排水区、浅川南第 4排水区、多

摩川第 2排水区の管渠埋設を行い、又多摩平 6丁目の抜本的な浸水対

策として、黒川都市下水路が 4か年事業の初年目としてスタートした

ことにより、水害に対する備えを万全なものにした。

流域下水道においては、多摩川右岸浅川流域下水道が事業認可もお

りて、下水道元年の年にふさわしいスタートをきった。

土木事業については、補助 2号線の道路新設、多摩平 2号線の舗装

新設、姥久保 2号線の側溝新設等を行い、市内一円の生活道路の整備

をはかった。 また根川改修、用排水路の整備等を実施し、清流を守った。

都市計画事業については、 「住みよいまちづくり」をめざし神明上

区画整理事業、万願寺区画整理事業を進めるとともに、老朽化した川

原付市営住宅の建替を行った。又緑を確保、維持するため、日野緑地

の用地を買収し、更に 55年度から市民と市が一体となって緑のまち

づくりをするため、緑化月間を設け、広報特集号の発行等、啓蒙、学

習、実践活動を展開した。

交通安全対策事業については、主要な市道の危険箇所での交通事故

を防ぐため、歩道、防護柵、道路反射鏡、区画線などを設置したほか、

歩行者のために 、段差改良を行い、交通安全対策の推進をはかった。

環境衛生対策については、清掃施設の整備拡充、工場排水調査を行

い、公害防止につとめるとともに、そ族昆虫駆除、雑草除去等美化事

業を行い、市民の住みよい環境の推進につとめた。

予防対策事業については、成人の死亡原因の上位を占める胃がん、

子宮がん等の住民検診を実施し、早期発見につとめた。結核予防につ

いても結核検診を行った。又準夜診療事業の充実により、救急医療体

制の整備と市民生活の安定をはかった。

防災対策事業については、耐震用貯水槽を 5基設置し、地震時の消

防水利に万全を期すとともに、水防訓練、防災訓練を実施し、災害時

における対応を万全なものにした。

2. 福祉の増進

社会的弱者の援護を基本に、住民に密着した福祉を増進し、 「だれ

でもが、人間らしく幸福に暮らせる町」をめざして、以下の描策を行

った。

児童福祉対策としては、 54年度に設置した 4小、 8小学童クラブ

が 55年 4月 1日から開設し、更に 55年度には平山小学童クラブ、

二小学童クラブ、東光寺小学童 クラブを設置 して学童クラブーの充実を

はかるとともに、乳児医療費の助成、及び未認可保育園への助成を行



うとともに、高幡保育園の改築を行い、保育環境の整備につとめた。

老人福祉対策事業については、在宅ねたきり老人訪問看護、貸おむ

つ事業を行い、福祉の増進をはかるとともに、 70才以上の老人には

理容、美容利用券を発行し、生活の安定及び、衛生の向上につとめたO

また高齢者事業団に対する助成、及びゲートボールの普及を通じて老

人の生きがいづくり、健康づくりを行った。

社会福祉対策事業については、生活つなぎ資金の貸付、住宅改良資

金融資、心身障害者(児)福祉手当、福祉タクシー補助等の施策を行

うことによって社会的弱者の援護につとめた。

3. 教育、文化の向上

人口増に伴う、児童、生徒の急増に対処するため以下のような義務

教育施設の整備及び、学校施設の新増築を行った。

学校施設については、平山中学校を新築し、南平小学校、百草台小

学校(公団買収)の増築を実施するとともに、既設校の教室改造、校

庭整地及び地上式受水槽の設置等を行い、教育環境の整備、拡充につ

とめた。

学校教育については、科学センタ一事業、私費負担軽減をはかるた

めの、移動教室、修学旅行補助を行った。

社会教育事業については、少年教育、青年教育、成人教育等種々の

市民講座を設け、市民の学習要望に応えることができた。又神明上遺

跡 4地点の発掘調査を実施するとともに、報告書を作成した。

社会体育については、学校開放施設の充実と南平体育館の運営を通

じて、市民のスポーツ振興をはかることができた。又市民プール利用

者のために駒形の渡し場を設置して、好評を博した。

4. 住民自治の発展

「市民自治の振興をはかる」をテーマに市民と一体となった行政を
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進めるために、市民の生きた声を行政に反映させるために、又自治意

識の高揚と自治の発展をめざして、 55年度においても市民自治学園

を開校した。

平素理解されにくい施策については、写真、図解、及び文章により、

具体的に解説した市民要覧を発行し理解につとめた。



川原付市営住宅建替 補助 6号線歩道設置

豊田用水改修 補助 2号線道路新設
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黒川都市下水路管渠埋設

根川改修

多摩川第 2排水区管渠埋設

姥久保 2号線側溝新設
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ゲートボール大会 南平小学校増築

平山中学校新築 三沢台小学校給食室新築

ー 一5-



三沢台小学校プール新築 リボンフラワー教室

駒形の渡し 料理教室
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事 業 名 事業の概要

市民 自 治 学 園 市民の 自治に関する 意識を

高揚 し、市民参加の市政を発

展させ、 自治についての一般

的、 基礎的な知識を身につけ

る場とする。

市民相談の記録作成 IB 5版 7 1ペ ー ジ

広 報 ひ

400部

の|タプロイド版

4頁 1 6回発行

8頁 9回発行

※ 8頁臨時号 1回分

を含む

広報ひの縮刷版発行|通巻第 6号

(昭和 54年 4月~

A 4版

機関団体名簿 IB 5版

昭和 55年 3月)

500部

126頁

2，0 0 0部

事 業 費

円

7 0，20 0 

1 89，90 0 

1 5，8 7 6，5 1 0 

3 9 2，50 0 

4 4 4，0 0 0 
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成 果

学園生 男性 2 7名・女性 3 8名 計 6 5名

1 6回行い、 1回 2時間で計 32時間実施した。

講師は市長 4回、部課長 6回、外部講師 3回、映画 2回、施設見学

1回を行った。

学園生には市政についての一般的な知識を充分に身につけていただ

くことができた。

市民相談に寄せられた陳情、要望、相談の状況を集計、分析し又、

市側としての対応や処理結果を報告書 として作成し、これにより問

題の動向を把握することができた。

なお、この記録を他市との情報交換にも活用している。

市の施策、考え方を市民に理解してもらうと共に、市民の市政へ

の協力が得られるような啓蒙に特に意をそそいだ。

1. 中小企業実態調査、区画整理事業、浅川利用計画調査報告、国

勢調査、黒川都市下水路、救急病院・休日診療医等を特集。

2. その他経常的特集として「憲法記念行事Jr戦争と私J。

前年に引き続き、昭和 54年度に発行した「広報ひのJを縮刷版

として収録、行政資料として刊行O

市内各団体の名簿を作成。

市民及び行政の便宜をはかった。



事業名 事業の概要 費 果事 業 成

ファイリングシステム| 文書を行政科目により分

類し 、各所属内における文

書の保管体制を整備すると

ともに文書の発生から保存

廃棄に至るまでの管理方法

を確立する。

2 3 4，2 0 0 
円

3年目を迎えたファイリングシステムは、市長部局において 90 

%以上の普及率を達成した。これにより各主管課からの引継ぎ量は、

飛躍的に増大し、各主管課の文書保管量の軽減に力を発揮した。ま

た、フ ォルダーによる保存方法の確立により文書の索引化が進み、

文書の検索スピードは、倍加した。

5 5年度をもって第 1期(定着期)が終了、第 1期の目標は達せ

られた。 56年度からは、第 2期(徹底期)へ移行し、「今まで対象

外とされていた台帳類、帳票類にメスを入れ、事務スペースの確保

と職場環境の整備を目標としてシステムの拡充を図る。

文書のマイクロフィルム化 | 保存文書をマイクロフイ

ルム化して保管スペースを

削減、完全保管を行い、文

書資料の効率的な利用と検

索の迅速化を図る。

3.1 1 4.528 保存文書のうち建設及び都市整備図面(公共施設、道路公園、下

水道処理施設、境界査定等)とその附属資料並びに広報紙、固定資

産名寄台帳等をマイクロ化し、保管スペースの軽減と検索のスピー

ドアップを図っている。

検索手段は 35% (図面)については、カード検索(施設別、年

度別に分類しファイルする方法)を採用、カードに図面分類、内容

等を記載して、目で読んで検索する。

16%については、自動検索機つきのリーダーにより高速検索を

行う。

これからは、保存文書のマイクロフィルム化と併行して現年文書

のマイクロフィルム化を行う必要があり、 5 6年度より資産税 COM

システム化の準備を行う。
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事 業 名 事業の概要

昭和 55年度 市民の生活と文化の向上

日野市表彰式 に特に功労があったものの

事績をたたえ表彰する。

昭和 55年度 自治会に対し補助金を交

自治会補助金|付することにより、住民自

治の発展と自治活動の育成

を図る。

庁舎地震対策事業| エレベーター地震時管制

運転装置取付け

事 業 費

円

8 7 3，8 2 0 

内 訳

三ロ壬コ巳 ρ;i?，、、ロロロ 8 1 6，4 0 0 

報 酬 2 6，0 0 0 

写 真 3 1，4 2 0 

1 0，50 5，60 0 

5，1 0 0，0 00 
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成 果

表彰条例施行規則第 3条により、推せん 81名を受け、表彰審査

会に諮り、 60名を被表彰者と決定 11月 3日の市制記念日に日野

第七小学校体育館で表彰式を挙行した。

各功労別人数

自治功労 6 ， 納税功労 1 ， 防災功労 9 

環境保全功労 1 ， 社会福祉事業功労 2 

保健衛生事業功労 2， 社会教育功労 7 

文化事業功労 3， 農林水産功労 1 ， 

青少年育成功労 2 ， 中小企業功労 4， 建設功労 5 

発明研究功労 1 ， 技能功労 11 ， 人命救助 4 

辞退 1 

自治会登録数 238  会員数 3 9，2 0 1世帯

自治会補助金 200円X4 2，6 0 8世帯==8，5 2 1，600円

(非会員含む)

自治会館補助金 2 4，0 0 0円X41館==9 8 4，0 0 0円

自治会館増改築工事補助金

(緑ケ丘)

1，0 0 0，0 0 0円

大きな被害につながる恐れのある水平動(横波、 S波)が襲来す

る前に、上下動(縦波、 P波)をすばやく感知して地震管制運転指

示をだし、エレベーターを最寄階に停止させるので、乗客の安全性

が向上し、大地震時のエレベーターによる二次災害を防止できる。



事業名 事業の概要 事 業 費 果成

昭和 55年国 勢調 査| 指定統計第 1号の最も基

本的な統計調査である国勢

調査が、昭和 55年 10月

1日を期日として実施され

3 5，7 7 4，1 9 8 

た。

今回は、第 13回目の調

査であるが、 10年に 1度

の大規模調査であり、調査

項目は、 22項目におよん

だ。

日野市の調査区数は 956

で、 545人の調査員と74

人の指導員が調査に当った

が、すべて民間人を起用し

た。

円

近年わが国の人口の急激な変化が問題とされているが特に社会移

動の鈍化、人口の高齢化、出生率の低下は人口構造を著しく変える

要因になっている。その意味で今回の国勢調査は、行政的・社会的

にきわめて大きな意義をもつものとなった。この点当市においても

全く同様である。昭和 55年 12月の官報による当市の結果概数は

次のとおり。

1. 総人口

2. 男性人口

3. 女性人口

4. 世帯数

5. 人口密度

6. 性比

1 4 5，4 1 7人 (前回比 1 8，5 70人増)

7 4，8 4 1人 (前回比 9，679人増)

7 0，5 76人 (前回比 8，891人増)

4 7，8 6 3世帯(1世帯当り人員 3.04人)

5，364人仏7it (前回 4，679 人〆脱)

1 0 6.0 (前回 1 0 5.6 ) 

統計報告書「日野の産業

構造 '7 8 Jの発刊

4 2 5，0 0 0 昭和 53年事業所統計調

査結果を中心に、日野市の

産業構造の変化と実態を、

昭和 35年より分析した。

A 4版 153ページ・図表

4 0、統計表 8 5表。

農業を除く産業構造をつかむものとしては、事業所統計が唯一の

ものである。地域経済の基礎をなす日野市の産業の基本構造を、こ

の書によってつかむことができた。

市史 編 さ ん事業|市史史料集の刊行 4，7 1 0，000 市史史料集「古代・中世編」・「板碑編」の 2冊を刊行O
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事 業 名 事 業の概要 事 業 費 成 果

円

市 有 地現況測 量 現況測量 6，94 0，0 0 0 市有財産の現況を把握 して財産管理の適正化を図るべく現況測量

を実施した。

1. 西平山 1丁目地内 6 m2 

2. 大和田児童遊園地 7，20 0 m2 

f 

3. 日野 585番地先 1 00 m
2 

4. 向川原団地市営住宅 4 0，0 29 m
2 

5. 市営墓地 6，5 7 O. m2 
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民生費

事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

円

社 会 福 祉対策 事業 生活つなぎ資金の貸付 1，4 8 0，0 0 0 一時的に生活資金の必要を生じた市民に対し、資金を貸付けるこ

貸付件数 3 2件 とにより、市民の生活水準の確保に寄与した。

心身障害者 (児)福祉手当 69.0 6 8，0 0 0 1級(脳性麻棒、筋ジストロフィー含む)から 4級の身体障害者

身障害者分 56，587，500 及び 1度から 4度の精神薄弱者に心身障害者(児)福祉手当を支給

精薄分 1 2，480，5 0 0 し、福祉増進につとめた。

日野市住宅改良資金融資制 1 0，7 6 4，6 5 0 高齢者居室及び一般住宅の改良資金の調達が困難な世帯に対し、

度 金融機関に預託し、多くの方々が、低利で借入出来るよう利子補給

貸付件数 1 6件 に努め、取扱金融機関を通じて資金の融資を受け、住居環境の改善

利子補給件数 693件 に寄与した。

社会福祉法人及び社会福祉 8，1 2 5，00 0 社会福祉事業法に基づき市民を対象とした社会福祉事業を経営す

団体助成 る社会福祉法人及び福祉を目的とした福利厚生団体に対し、資金の

助成をすることによって社会福祉の増進と各団体の育成をはかったO

ボランティア活動助成 3，0 3 0，0 0 0 社会生活において、相互扶助の精神により、全ての人々の幸福な

生活を増進するため、奉仕会員の確立、ニード開発、研修に努め、

ボランティア事業に対し、日社協に人件費、 事業費等を助成し、積

極的な活動、基盤作りをはかった O
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事業名

在宅ねたきり老人訪問看

護指導

事業の 概要

6 5才以上の在宅ねたき

り老人又は、ねたきりにな

る恐れのある老人に対し非

常勤の保健婦 1名、看護婦

7名、常勤の保健婦 1名、

計 9名の者が各老人家庭を

訪問し、家族に対して又は、

当該老人に対し下記の事を

指導している。

1.家族の者に対し看護の

方法

2.日常生活の指導

3.食事等の指導

4.その他社会福祉資源利

用指導

5.当該老人に対しては療

養の指導

無料貸おむつ配布 |対象者

① 8 0才以上の高齢者で

老衰のため起床不能者

② 6 5才以上の老人で痴

呆症で失禁状態の老人

③課長が認めた老人

以上の対象者に 1人 1日

10枚づっ市が無料で業者に

委託して配布。 1週間に、

月・金の 2固にわた り患者

宅に届けている。

事 業 費

円

1 0，0 2 0，0 0 0 

1，7 0 9.0 0 0 
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成 果

在宅ねたきり老人訪問看護状況(56. 3. 31調査、 実績)

種 目 人 数

日野市在宅ねたきり老人 184名(ねたきり老人 71.3 % ) 

調査訪問 184名 (在宅老人 100 %訪問ずみ〉

訪問看護申請居者 I 143名(在宅老人の 77.7%) 

貸おむつ利用者| のべ 42名(継続訪問看護者の 29.3% ) 

55年 度訪問申請者|平均 1ク月 87名・のべ 2.354件

祷磨形成者 184名中 10名のみ (5.4 % ) 

o上記の実績をあげ、住民の人達も当該老人も心の支えを得ること

ができ、非常に喜んでいると言う結果もアンケート調査に出てい

る。

無料貸おむつ配布の結果

0 家族の人達は何よりも助かると言って喜んでいる。

o失禁状態の老人はすぐ不潔になると、祷療が出来て困っていたが、

貸おむつのおかげで祷療が少なくなった。

o部屋が清潔になり、家族の人達も当該老人も気持よく療養が出来

て喜んでいる。



事業名 事 業 の 概 要 費 果事 業 成

老人福祉対策 事業 |老人医療

助成件数 5 2，4 5 3件

2 8 1，0 9 4，2 1 2 

円

老齢人口の著しい増加により、老人問題は社会の関心を高めてお

りその施策として、園、都、区市町村が被保険者証又は、組合員証

を使って病院、診療所等で診療をうけた場合、その窓口で支払う医

療費の確保と健康の増進並びに生活の安定をはかった。

老人理、 美容

発行枚数 2 7，8 9 1枚

3 9，747，0 5 0 7 0歳以上の老人を対象とし、理容、美容利用券を発行、生活の

安定に資し、あわせて保健衛生の向上につとめた。

老人福祉手 当

対象者(延) 2，9 3 1枚

34，20 1，5 0 0 6 5歳以上の老人で、身体上もしくは精神上の障害のため、日常

生活に著しい支障のある明ねたきり老人"に対して、 4期に分け老

人福祉手当を支給し、老人福祉の増進をはかった。

身障老人機能回復助成

発行枚数 1，452枚

1，0 7 8，2 0 0 6 5歳以上の身障老人( 1 '"" 6級)を対象にマッサージ等の利用

券を発行し、機能回復を促進し、社会復帰と健康の増進をはかったO

1 5，0 0 0 老人保健学級

受講者数 7 8人

老人医療受給者を対象に老人保険学級を開催し、健康に関する正

しい知識を老人に普及することにより、日常生活の健康保持及び適

切な受療を促進し健康で明るい社会生活がおくれるようつとめた。

シルバーパス

発行枚数 3，358枚

7 0歳以上の老人を対象に、都営交通機関及び民営パスに無料乗

車できる敬老パスを交付し、老人に対し敬老の意を表し、併せてそ

の福祉の増進をはかった。

ひとり暮らし老人入浴助成

発行枚数 4，890枚

8 5 6，4 4 0 6 5歳以上のひとり暮らし老人に対し、入浴券を発行することに

より、入浴を促進させ、清潔で健康な生活を保障し、保健衛生の向

上と健康の増進をはかった。
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

敬老大会 6，1 1 2，000 多年にわたり社会の発展につく してこられた 70歳以上の老人を

対象に、老人を敬い老人福祉に関する市民の理解と関心を深めるた

めに、敬老会を市立第四中学校体育館において午前、午後に分け、

1，150名の参加者を集め盛大に開催した。

敬老金 23，1 55，000 多年にわたり社会の発展につくしてこられた 70歳以上の老人に

対象者 4，631人 対し、長寿をお祝いし、敬老の意を表して 5，000円の敬老金を支

給 した。

臥床老人見舞金 9 6 0，0 0 0 6 5歳以上で 3ヶ月以上居宅でねたきりの老人を養護している方

対象者 192人 に見舞金を支給し、本人及び養護者を激励した。

老人健康診査 8.9 5 5.1 3 1 6 5歳以上の老人を対象とし、老人の特殊性を考慮し、疾病の発

受診者数 2，692人 見につとめ早期治療を通じて、事後の保健指導に十分留意し、健康/

の維持増進につとめた。

老人クラブの助成 1 1，5 7 7，0 0 0 地域の老人が老後の生活を健全で豊かにするため、 クラブを自主

クラブ数 40クラブ 的に組織し、教養の向上、健康の増進及びレクリエーション等活発

会員数 3，575人 な活動を行なっ ているが、これら に補助金を交付し、老人福祉の増

進につとめた。

健康管理手当 27，786，000 7 0歳以上の老人に対し、年額 6，0 0 0円の健康管理手当を支給

対象者数 4，631人 し、心身の健康保持増進につと めた。
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

ゲートボ ー ル普及 事 業 4，8 1 0，0 0 0 ゲー トボールの普及に努めてから 1年半、現在ではほとんどの老

人クラブが実施し、ゲートボール人口は 1，00 0人位と考えられま

すO

用具の自費購入はもとより、週の内 2--3日位を練習日に当てる

等、その盛況ぶり、取り組み様は大変なものでありますO

昭和 55年度では、春にオ ー プン戦( 5月24日)、秋には、第

1回日野市ゲー トボール大会(1 1月2、 3日)を開催、親睦を深

めた。

その結果、参加者の競技心がさらに向上し、ゲートボール協会 3

級審判資格を取得したいとの機運が老人より盛り上がり、去る、 3

月 5日、 505会議室にて受験、 41名が見事合格した。

これら 41名は各老人クラブの指導的立場に立ち、後輩の指導と

市主催のゲートボール大会の審判にと、積極的に取り組んでおりま

すO 又、老人クラブの有志が音頭を取り、地区大会( 1 0クラブ

2 0チーム参加)を開催した。

これらの傾向は、従来の日野市の老人クラブには皆目見受けられ

なかった 事でもあり 、歓迎すべきことと考えられますO

尚、日野市宮 341番地の 1に、市でゲー トボールコー トを造成

した。

福 祉 電 話 設 置 4，5 5 8;760 ひとり暮らし老人に、福祉電話の貸与を行い、各種相談に応じる

ことによって、老人の孤独感を慰めた。また、個人の既存電話に対

しても補助をした。

友愛訪問員の派遣 1，00 3，1 45 ひとり暮らし老人、老人のみの家庭を訪問し、話し合い等を通じ

て老人の孤独感の解消、事故の未然防止につとめた。
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事業名 事業の概要

ディケアセンター

心身障害者福祉対策事業|障害者福祉電話設置事業

心身障 害者共同作業所

福祉タクシ一事業

母子福祉対策事業|結婚相談事業

母子家庭入学祝金

ママの休養事業

事 業 費

8，38 0，6 1 6 

749.770 

8，0 0 0，0 0 0 

1，8 1 8，6 8 0 

29 9.0 0 0 

3 2 5，0 00 

6 4 9.0 0 0 
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円

成 果

日常生活の全般にわたって常時介護を必要とする老人の入浴サー

ビスと、家族にかわってお世話する短期の宿泊施設の運営を行い、

老人福祉の充実につとめた。

重度の障害者に対し、福祉電話を貸与し、安否の確認や相談に応

じ障害者の生活と福祉の向上を図るとともに、障害者の抱く生活等

における不安の軽減につとめた。

在宅心身障害者で一般の職場に就労困難な 15歳以上の障害者に

| 生活指導を行いながら仕事を提供し社会復帰への出発点として活動

している共同作業所へ運営費を補助し育成に努めた。

電車・パス等の通常の交通機関を利用することの困難な重度の心

身障害者がタクシーを利用する場合に、その費用の一部を補助する

ことにより、障害者の社会生活の向上をはかり、もって福祉の増進

につとめた。

母子家庭に対し、経済的、精神的な面において、援助することに

よって、母子家庭の福祉増進につとめた。



事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

児童福祉対策事業 保 育園の運営 ・整備 1，4 26，0 5 7，00 0 当市内の市立 12園(1，2 1 1人)、同民間5J..6圏( 735人 )、

市外公私立委託児(1 6 6人)、あわせて 2，11 2人(5 6年 3月 1

日現在)の保育を推進したほか、老朽化対応として市立たかはた保

育園が改築着手(第 1年次の当伍度分 16，8 5 0千円)された。

公私立の別なく 、保育園の運営所要経費が年々ふえる中で、 55 

年 4月 1日から保育料を改訂し、国の徴収基準に照して約 50%と

なったものの、市単独負担は 8億 700万円余に達している。なお、

保護者負担の適正化への足がかりに相応して、園児ふとんの市費購

入を制度化した。

未認可保育施設への助成 29，4 2 0，0 0 0 未認可といえども、市内における保育室 5カ所 (6人以上 )、家

庭福祉員(3人まで保育)の存在は、保育需要の低年齢化傾向のい

ちじるしい近時、その保育力とともにますます大きいものがあり、

保育内容の向上と保育費の父母負担軽減のため、助成した。

月平均 85人(ほとんどが零歳児)が利用し、市立の零歳児定員

3 3人に対し 2.6倍である。

「希望の家」 運営 1 2，3 0 6，000 早期発見・早期教育の場として在籍児 22名の親子が隔日または

週 2日間通園し、指導スタッフ(日野市心身障害者を守る会へ委託)

による教育が展開されている。

児童館事業の推進 7，1 9 4，0 0 0 地域の全ての児童の健全育成にかかわる拠点である児童館と して、

創造性、社会性、連帯性を培うため、映画会、人形劇、サマー キャ

ンプ、オリエンテーリング、ドッヂボール大会、七宝焼教室等を、

地域内における各種団体(ボランティア、子供会、自治会、社会教

育関係団体)と密接な連携をはかりながら実施した。

昭和 55年度の児童館事業参加児童数は、市内 3ケ所の児童館で

9 1，8 1 8人に達している。
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

学童保育事業の充実 6 4，9 64，0 0 0 留守家庭児童対象としての学童クラブは、一定時間(放課後から

午後 5時まで)組織的に遊びを中心として指導し、その危険防止 と

健全育成を図るため、 1小学校区 1学童クラブを基本としてその充 |

実に努めてきたが、昭和 54年度に、市立第 4小・第 8小学校通学 [

区域に、 4小・ 8小学童クラブを設置し 55年 4月 1日を以って関

設じた。更に、昭和 55年度には市立平山小学校通学区に平山小学

童クラブ、市立第 2小学校通学区に 2小学童クラブミ市立東光寺小

学校通学区に東光寺小学童クラブを設置し、学童保育の健全育成を

はかった。

手し 児 医 療 助 成 1 1，586，838 この助成は当市独自の助成であり、 1歳未満の乳児にかかる医療

費(保険適用分)の保護者負担分を助成することにより、乳児の保

健の向上に寄与することを目的としている。

昭和 55年 4月--5 6年 3月分迄の受診件数は 7，260件、総助成

額は 11，586，838円となっている。
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衛生費

事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

予 防 対 策 事 業 予防接種 5 9，8 1 3，0 0 0 子供を病気から守る。自分が病気にかからないようにする。これ

が予防接種の第一の目的であり、重要な施策として、ポリオ、ジフ

テリア、三種混合、風疹、麻しん、インフルエンザ¥日本脳炎等の

各種予防接種を実施、乳幼児、児童、生徒の健康保持増進及び地域

における伝染病の集団的発生又まん延防止等公衆衛生の向上にっと

めた。

- ， 

健康管理 3 2，3 5 8，0 0 0 成人死亡原因の上位を占める胃がん、子宮がん等予防対策として

住民検診を実施早期発見につとめる。

結核予防については乳幼児ツベルクリン反応、 B0 G接種を行な

い、成人については市内の各地区センターを会場にして結核検診

(レントゲン)を実施早期発見及びまん延防止につとめたO 又会場

で血圧測定を併せて行い、健康管理指導を行う。

新生児家庭訪問、誕生日健康診査、保育相談も実施、乳幼児の健

全な発育及び母子保健の向上につとめたO

歯科保健 2，68 1，0 0 0 近年幼児の虫歯が増加しつつあり、心身共に成長期にある 5才児

(私立、公立幼稚園各 2園づつ)を対象に歯を健全に美しく守るこ

とを目的に歯ブラシ等の正しい使い方を指導し虫歯予防にっとめた。

休日準夜診療 1 8，6 3 1，0 0 0 救急医療体制の充実は市民生活安定の重要な施策として医師会の

協力を得て各休日毎に輪番制による診療医院と 3病院の救急病院に

よる診療及び土、日祝祭日、年末年始の午後 8時より 11時までの

準夜診療を実施した。

又消防署の協力により医療機関の電話案内(急患テ レホンサ ーピ

ス)を実施した。
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事 業 名 事業 の概要 事 業 費 成 果

円

環 境 衛 生 事 業 そ族昆虫駆除 1 0，5 5 1，00 0 伝染病の発生まん延を防ぐため市内 会場で害虫駆除薬剤、殺そ

剤を各家庭に配布又、希望する自治会等には噴務器と薬剤を貸出し

家庭と地域の公衆衛生の向上につとめた。

害虫駆除については市内の側溝及び下水等の消毒を実施するとと

もにアメリカシロヒトリの防除も実施した。

環 境 美 化 運 動 雑草地の草刈 2，8 1 0，8 5 8 雑草地 403件、 16 9， 1 4 2. 88m2の内所有者による自己処理

は 93件 88， 8 2 9. 39m2 (5 2. 5妬)であり、その他 310件

8 0， 3 1 3. 49m2 (4 7. 5 %)は業者委託により処理し、環境衛生

及び美観につとめた。

公 ヨに才三 対 策 事 業 公害監視 5 9 4，4 0 0 市内の河川及び用排水路に排水している東京都公害防止条例規制

1. 工場排水調査 対象工場 (25工場)について、昭和 55年 11月 19日から 12 

月5日までの期間内にこれらの工場排水の抜き打ち検査を実施したO

その結果、規制基準を越えた工場が 3施設あり、改善勧告を行い、

処理施の清掃・点検等管理の徹底を指導した。

2. 公共用水域の河川等の 5 6 8，00 0 市内にある河川及び用排水路の汚染状況を把握するとともに、水

水質・底質調査 質汚濁を防止するため重金属等について水質及び底質の調査を実施

した。この結果、底質についてはデータの積み重ねの段階であるの

で、評価が難かしいの、水質については重金属はすべて不検出であ

り、全体的には問題がないことが調査された。

3. 工場及び指定作業場で 1 0 7，5 0 0 東京都公害防止条例第 18条の 2、及び第 37条の 2の規定に基

重油を使用している施設 づき 43施設について、昭和 56年 1月 28日から 2月6日までの

について重油中に含まれ 期間内に、重油の抜き取り検査を実施した。この結果、全施設につ

る硫黄の分析検査 いて条例の規制基準を遵守していることが確認された。
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事業名 事 業の概要 果事 業 費 成

4. 多摩川及び関連河川水

質合同調査

9 0，00 0 
円

多摩川水系を流域自治体が合同で調査するもので、水質の全体的

な把握をすることにより流域関係区市町村の多摩川浄化への共通認

識を高めることができた。

清掃施設整備 事 業 l電気系統取合工事 7，4 0 0，0 0 0 昭和 52 --5 4年の 3ヶ年で電気改良工事を行いましたが、同一

高圧盤内にごみ、し尿処理施設及び、 厚生 ホール用の 2系統の高圧

電源を受電 していました。このため、 事故 発生の危険度が極めて高

高 く、本工事により処理路設と、 厚生ホーノレ用受電盤を分離しまし

たのでその危険は解消した。又、この工事により電力使用状態も前

3ヶ年改良工事に統合 して容易に監視できるようになった。

雨排水溝設置

(厚生ホ ール、 重金属施設

周辺のU字溝、マ ンホー

ル埋設管設置工事)

8，5 8 0，0 0 0 厚生ホ ール及び重金属施設周辺の整地が完了 したのに伴い、この

施設周辺の雨排水の整備を行 った。この結果 これまで埋立地跡のた

め、河川敷にもかかわ らず排水は極めて悪く特に長雨や梅雨時は泥

沼化し、不衛生でしかも周辺の作業は容易ではなかったが整備によ

って、周辺の排水は良好となり施設の維持管理と作業が容易となり

衛生的となったO

じん芥処理施設整備事業 | 残灰等集積所設置 2，4 8 0，0 0 0 ごみ焼却によ って発生する残灰等につし1ては、現在羽村新処分場

へ投棄しているがこの残灰等は、搬出投棄 するまでの問、一時的に

当処理場内に集積していますが、水分を多量に含んでいるため長雨、

梅雨期は特に地下汚染化され易 く、又、附近の景観粗害もあるため

約 10 0 m2の広さをもっ底部鉄筋コンクリ ー ト外壁ブロック積の集

積所を設置 し解決した。

し尿処理施設整備事 業|放流水、水質モニタ ー取付

工事

(OOD自動測定装置の取付)

8，7 35，000 

(財源内訳)

都支出金 9 1 7，0 0 0 

一般財源 7，8 1 8，0 0 0 

水質汚濁防止法の一部改正に基づく、 o0 D自動測定装置の取付

義務。

し尿処理施設から排水される放流水の水質測定が可能となった。

円ノ』
巧ノ』



労働費

事 業 名 事 業の概要 事 業 費 成 果

円

来組織労働 者 対 策 市内の小規模事業所に働 7 4 1，0 0 0 未組織労働者の福利厚生を推進し 、生活の安定と向上を図るため、

く、従業員及び事業主の福 施策づくりの対策委員会を開き 、仮称日野市勤労者互助会設立の基

利厚生を増進するための対 本方針を決定した。

策委員会の開催

-23ー



農業費

事 業 名 事業の 概 要 事 業 費 成 果

円

日野市生産緑地保全奨励事業 申請件数 8 7件 6，9 44，000 農地の宅地並課税にともない、税の減額措置の適用を受けられな

指定面積 45，94 5.0 9 7n
2 

い部分の、 A、B農地を所有する者に対して、日野市生産緑地保全

筆 数 156筆 要綱に基づき、生産緑地保全奨励金を交付し、営農意欲の高揚をは

かり、緑と空間を保ち、健康で快適な生活環境の確保に寄与 した。

産 業 ま つ り (農 産 物 展) 7 0 0，0 0 0 今年は 10年ぶりに商工展と同時開催をし大盛況であった。特に

農産物展は都市化の進む中で農業者が鋭意努力した成果を一堂 に集

め、優秀な各種農産物を展示し、農業の総合的振興、発展を図ると

ともに、又優秀作品を厳正な審査を経て、表彰し た。

同時に市内産の新鮮な農産物を市価より安く即売して一般消費者

に大歓迎された O

農業近代化利子補給事業 手。 子 補 給 1，3 8 2，0 0 0 農業者が規模拡大及び機械力により経営安定を目指して積極的に

農業の近代化をはかっている。よってその農業近代化資金の助成法

に基づき、その借入金に対する利子(2 % )の軽減をは か り、同時

に自立経営の推進をはかった。

農業後継者育成事業 2 0 0，0 0 0 都市農業の大きな問題は農業後継者問題である。意欲的に農業経

営を継続するためには、後継者が必要であり 、両農業協同組合の青

壮年部を中心として、これ等の育成をはかった。

野 菜 ND 売 事 業 朝 市 3 5 6，0 0 0 市内消費者の方々に市内でも立派な生鮮野菜が生産されているこ

とを再確認していただくと同時に日野市、七生、両農業協同組合青

壮年部の協力を得て、 毎月末の土曜日の午後市内 3ケ所で開催し た。
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事業 名

東京都優良集団農地保全

育成事業

事業の概要

指定面積 3.7 ba 

事業種目 (1)生産資材の購入

(2)農機具の購入

(3)農業生産施設購入

日野市生産緑地保全育成| ビニールハウスの建設

事業 | 
l フアイロン温室の建設及び改修

生産資材の導入

鳥害防止対策事業|防雀網の購入

東京都野菜生産団地育成| 野菜生産団地名…一日野市農協管内

事業 11 品 目…一大根

面積 …… 8ha(延 80ha)

庁指定年数…一 5年間

家畜糞尿処理施設設置事業|糞尿処理施設設置

事 業 費

円

5，4 5 2，0 0 0 

5，0 1 0，0 0 0 

5 7 8，2 70 

7，8 0 0，0 0 0 

2，4 7 5，0 0 0 
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成 果

面的なつながりをもっ 0.8ba以上の農地を優良集団農地と指定し、

7年間保全協定を締結することによって、農業の近代化、機械化を促

進しあわせて都民生活に欠くことのできない生鮮野菜の供給と緑地

の保全につとめ都市と調和した農業経営の安定に寄与した。

都市近郊農業に適した自立農家の育成を図るため、ビニールハウ

スの建設、又フアイロン温室等の建設促進をし、生産性の向上、規

模拡大等、自立農家の育成につとめた。

最近、野鳥(スズメ、オナガドリ、ハト、キジ、コジュケ、カモ

等)類の被害が頻発している。これらの予防措置として、防鳥(雀)

網の設置を指導し大きな成果を得た。

東京都下の野菜生産は環境の変化、価格の変動、需給の不均衡等

によりその生産は不安定をもたらしている。

このような状況に対処し都内産野菜の安定供給と、農業経営の向

上をきたすため、生産、消費の点から重要性の高い野菜を指定し、

永続性のある集団的農業用地を野菜生産団地として育成し計画的生

産出荷を推進した。

都市化の中での畜産経営は環境衛生がさけばれている今日非常に

厳しいものがありますO 中でも多頭羽化にともない家畜の糞尿処理、

悪臭、害虫の発生及び、水質汚濁等の環境汚染問題は各地域で発生

し、その対策に苦慮しておりますO

よって意欲ある経営者のため、又地域畜産経営振興の安定を図る

ため設置した。



事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

農業用水路維持管理事業 用水路維持管理 4，0 0 0，0 00 生活排水路化してきた現在の農業用水路は水質汚濁の著しいなか

で、関係者は水の浄化に苦慮、 している。

農業者及び水田面積の減少、あわせて減反の普及等で、取水通水

について、数々の問題点をかかえ 、その維持管理が困難になってい

る。

よって既設の 8用水組合に対し、取水、通水に要する経費の一部

を助成し清流をとりもどすべく、その管理につとめた。

一立もー



商工費

事 業 名 事業 の概要 事 業 費 成 果

|商 工振興対策事業 商庖街所有灯電気料補助 8 3 8.5 7 2 商業振興のため、市内の商居会が維持している街路灯の電気料の

一部を補助し、明るい商!苫街のイメージづくりに寄与した。

日野市商工会補助金 6，0 0 0，0 0 0 日野市商工会が市内の商工振興を目的として行う諸事業及びこれ

に伴なう諸経費の一部を補助し、地域商業の近代化、商業地域の再

開発等、地域商工業の振興に役立った 0:

f 中小企業事業資金融資あっ 1. 6 0 2.3 3 7 市内に居住して事業を営む中小企業者の育成及び振興をはかるた

せん利子補給 めに実施した無担保による 事業資金の融資あ っせんは、 36件実施

し、これに対し1.2%の利子補給を行った。

日野市産業まつり(商工展) 5 0 0，0 0 0 本年度の日野市産業まつりは、従来商工会の単一事業として実施

補助金 -されて来た商工会展と、新たに日野市農業者団体が加わって、例年

にない大規模な形で実施され、これに伴う諸経費の一部を補助した。

この 事業を通して、購買層を定着せしめるためには、消費者のニ

ーズの適確な把握と消費者利益の増進を地域商工振興策の中で如何

に展開するかという事が大きな課題として提起された。

」ー
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事 業 名 事業 の概要 事 業 費 成 果

円

商工法制定 20周年記念事 3 00，0 0 0 商工会が、純粋な地域経済団体として地域住民のための諸事業、

業補助 諸行事の中心的担い手たる役割を果していかなければならないとい

う基本的な考え方にもとづく商工会法制定 20周年記念事業として、

日野市商工会が実施した第 1回ミス日野コンテスト大会の経費のー

部を補助した。

観 光 事 業 日野観光 協会補助 1，5 00，000 観光産業の振興を図り、観光理念の普及を通して、都川くに |

観光名勝にも恵まれ、都民の憩いの場として、年間約 400万人の

観光客のある「観光日野市」を広く P.R.するための日野観光協会の

事業費の一部を補助した。

日野市観光 ま つ り 1，5 0 0，00 0 。第 14回日野市観光まつりは、第 1部に「第 14回写真コンク

. 
ール」、第 2部に「第 10回高幡不動尊菊まつり」を開催し、両

大会とも多数の参加者、観覧者を得て、盛況のうちに幕を閉じま

した。

。特に高幡不動尊菊まつりは第 10回大会を記念し、関東近県の

各菊花連盟の参加をつのり 、 「関東菊花大会Jを開催し、冷夏の

影響で、 出品花数は少なかったが、優秀花が出品された。

。第 14回写真コンクールは、その知名度の高まりと共に、年々

盛況の度をまし、出品展数も近年最高の数となり審査員も審査に

苦慮するほど、優劣つけがたい作品が多かった。

円

消 費 生活対策事業 日野市消費者団体連絡会補 6 0 0，0 0 0 日野市内で消費者活動を行っているグループの集まりであります

助金 日野市消費者団体連絡会が、消費者をとりまく諸問題について、そ

の権利と保護のために活動する事業及びこれに伴う諸経費の一部を
a 

補助し、活動のメーンテーマである「合成洗剤追放」と「物価問題」

の解明展開に役立った。
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事業名 事業の概要 事 費 果業 成

消費生活相談制度

0毎週月曜 (月 4回 )

o本庁舎 1階ロ ビー

o消費生活相談員

中田俊 子

宗 昌 枝

1 6 0，4 8 0 
円

o 消費生活相談事業

一般消費者からの苦情相談の受付、処理を容易にし、消費者の

利益の擁護及び増進に寄与する 事を目的として 「日野市消費生活

相談員制度」を発足した。 事業内容的には、 11月という年度途

中のス タートではあったが、毎週月曜日、本庁舎 1階ロビーにお

いて、市が委嘱した 2名の消費生活コンサルタント(毎週 1名)

により 実施され、大量消費から省エネルギ一生活への転換の中で

毎日のくらしの自衛をはかる一般消費者からの相談に対し、的確

なア ドバイスをおこない、消費生活の安定、向上に効果をあげた。

日野市消費者学園

o講演 4回

o工場見学 1回

o修了者 3 6名

1 5 0，0 0 0 o 日野市消費者学園

消費者に対する啓蒙と消費者自らによる組織づくりを以って、

広く消費者運動に貢献することを目的として、第 1回日野市消費

者学園 を、 ，'80 東京都消費者週間Jの協賛事業 として開催しま

した。

学園開催の 2つの目的のうち、 「消費者自らによる組織づくり」

については一応の成功を得たが、もう一つの 「消費者運動に貢献

すること」については、なお時間と 学習の継続が必要であろう。

出前映画会 6 6，0 0 0 消費者への情報提供と紙面への市民参加を通して、かしこい消費

者からつよい消費者を育成するために、 「くらしの天気図」第 2号

( B 5判 4頁、 2色刷、 6，000部)を発行し、 「消費者の 5つの

権利」確立の一助とした。

また、消費者の意識の高揚と底辺の拡大のためには、啓蒙の手段

として、視覚に訴える映画上映に着目し、 「出前映画会」を実施し

た。内容としては、消費者運動の基本的な姿勢であります、 「疑わ

しいものは買わない、使わない」とう理念から、合成洗剤の映画を

市内 20ケ所で上映し、合成洗剤のもつ諸問題のアピールに役立ったO

。7n，L
 



土木費

事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

街 路灯整備事業 街路灯新設 9.68 1，00 0 前年度にひきつづき街路灯 131灯を新設し、住民の生活環境の

1 3 1 xJ 整備につと めた。

道 路 戸国海 理 事業 道路台帳整備 1 2，00 0.0 0 0 円滑な道路の管理、道路の整備計画等に資するための基礎資料と

測量委託 なった。

認定路線図等整備委託 2 3，74 0.0 0 0 市道路線の認定等の見直しを実施し今後統一的な整合性を有する

手続ができるための調書を作成 した。

旧公図補修 1.1 70，000 絵図の整備、保管をはかった。

測量委託 4，1 9 5，00 0 南平 1号線他の測量を実施し、道路管理区域の明確化をはかった。

南平 1号線他

nu 
之叫



事業名 事業の 概要 果事 業 費 成

交通安全対 策 事 業 1
0歩道設置

(補助 6号線、南平 1号線

平山 1号線、水路蓋掛)

o準歩道設置

(平山 8号 )

o段差改良

(鹿島台 3号他 16路線、 51

ケ所)

o防護柵

(三沢 4号他4か所 350m) 

o区画線

吹上幹線 1号他23路線

7391.9m 

o道路反射鏡

(南平 3ー 2-27先他

24本)

o通学路標識

( 2 0本)

o視線誘導標

( 200本)

o赤色回転灯

(東豊田 2-32一2先他

4本)

o平山中学校通学路

9 4，3 9 9.0 0 0 

o財源内訳

国庫補助金

1 3.0 6 0.0 0 0 

都補助金

1 0，80 9.0 0 0 

一般財源

7 0，5 3 0，0 0 0 

円

主要な市道の危険箇所での交通事故を防ぐため、歩道、防護柵、

道路反射鏡、区画線などを設置したほか、歩行者のために段差改良

を行い、交通安全対策の推進をはかった。

之叫



事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

道 路 整 備 事 業 道路新設改良事業 道路の新設、改修、補修及び舗装新設等の事業を実施した事によ

補助 2号線他 1路線 48，700，000 り、交通、輸送路の整備はもとより、住民の生活環境の保全整備を

舗装新設事業 はかった。

多摩平 2号線他 15路線 8 0，8 7 6，0 0 0 

側溝新設事業

姥久保 2号線他 19路線 80，5 0 0，0 0 0 

道路補修事業

八幡 8号線他 1路線 4，1 70，000 

舗装補修事業

補助 19号線他 2路線 7，8 6 0，0 0 0 

側溝補修事業

豊田 61号線他 4路線 9.8 0 0，0 0 0 

橋 梁 整 備 事 業 橋梁補修工事 橋梁の補修により橋の拡幅等生活用道路としての改善をはかった。

新井 10号線他 1路線 1，4 2 5，0 0 0 

用水路整備事業 豊田用水改修他 10件 7 6，8 0 0，0 0 0 都市化とともに、流水機能が減退しつつある中小河川を整備し、

降雨時の災害を防止するとともに、生活環境整備をはかった。

河 Jfl 整 備 事 業 根川改修(その 1、その 2、 8 4，4 0 0，0 0 0 準用河川整備事業として、水害の防止、利水面の整備をはかると

その 3) 共に、生活環境整備を行った。

都 市 計 画 事 業 都市計画道路基準点測量 1 3，40 0，00 0 住民からの証明申誇地に際して都市計画道路事業等の位置を指示

2級基準点測量 するために行った。(3ヶ年事業の 2ヶ年目)

3級基準点測量
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事業名 事業 の概要 業 費 果事 成

日野都市計画北川原公園基

本設計

1 0，30 0，0 00 

9.6 ha 

円

日野市における系統的な公園、緑地計画の中で、中枢的公園とし

ての機能を果し、全市民を対象にした、野外レクリェーション、コ

ミュニティー形成の場として市民生活に潤いをもたらすよう、また、

緑地の骨格をなす多摩川との有機的な結びつきを図ることによって、

快適な公園空間を創出するために、本計画の策定を行った。

日野緑地用地買収 4 0，8 0 0，0 0 0 

3，400 m2 

日野台地斜面に存する日野緑地は、都市環境、景観を構成する上

で重要であり、これが、個人所有地のため、近年、宅地造成により

破壊されつつあるので、これを防止し、かつ環境保全に努めるため

に買収を行った。

公園用地買収 4 6 2，224，200 公園関係用地として、日野中央公園の南側を買収した。

3，0 53m2 

失の山公圏外柵設置工事| 角パイプフェンス .e=55m 

門柱 1基植栽工 200株

1，0 5 0，0 0 0 公園の北側に急ながけがあり危険なため、外柵を設置し、又南側

道路面に低木(花もの)を植栽し 、安全で明るい公園にした。

旭が丘中央公園整備工事 波柵(工型 ) .e =128.8 m 

サークルベンチ工 1基

7 3 0，0 0 0 

照明施設工 1基

ケヤキの周囲にサークルベンチを設置し、表土の踏みかためをふ

せぎ、植栽地に波柵をして広場とを区別した。又自治会等で夜桜見

物等ができるよう電気のコンセントを設置した。

遊具休養施設設置工事|滑台 1，260，000 

ペンチ

基

基

基

唱
i

のん

1
i

。.-
/"ーコフ

吹上公園にパーゴラを、新東光寺公園にベンチ 2基、三角点公園

に滑台を設置し楽しく遊べ、いこえる公園とした。

水飲場設置工事|多摩平第 9公園 3 3 0，0 0 0 1基 多摩平第 9公園に水飲場がないためこれを設置し、利用者の便益

を図った。
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事 業 名 事 業の概要 事 業 費 成 果

円

多摩平第 1緑地樹木整備 伐採工 3 4本 2，0 8 0，0 0 0 東豊田緑地保全設計に基づき、明るい二次林にする ため強風に非

植栽工事 伐採、伐根工 3 9本 常に弱 く、又繁植率が高く、他の樹種を駆逐する ニセ アカシアを伐

植栽工 6 4本 採、伐根を し、そこ に くぬぎ、こ ならを主とした雑木類を植栽 し、

本来この地域の植生である二次林を復元した。

圏 内灯設置工 事 多摩平第 4公園 1基 6 8 5，0 0 0 2公園に圏内灯を設置 し、 健全で明るい公園にした。

新東光寺公園 1基

多摩平第 9公園土留外柵 A型ブロ ック積工 .e= 203.7 m 4，2 9 0，0 0 0 公園整備計画の一環と して、法面がくずれ危険な箇所の土留 と外

工事 B 1/ .e = 113m 柵、 排水施設を整備し 、樹木の保護を図るととも に、安全で楽しく

フェ ンス .e = 203.7 m 遊べる公園に した。

U形溝工 .e = 25.2m 

車止柵 6基

門柱 1基

コンクリート舗装工A=50.7m
2 

大坂西公園改修工 事 縁石工 .e = 47.lm 2，9 2 0，0 0 0 公園広場が未舗装 (黒土)，のため、砂じんにより 附近住民に被害

ダス ト舗装工 A=877m
2 

を与えていたので ダス ト舗装に変えるとともに、樹木の移植、また

石灰処理工 A=  100m2 
遊具の移設等により明るく楽 しい公園にした。

水飲場 1基

U形溝工 .e = 24.4m 

プランコ 、ベンチ 、鉄棒移

設 各 1基

サクラ移植 6本

、
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

公圏外周緑化工事 波柵工 dニ 41m 1，9 00，000 公園利用者のみでなく、地域や通行人まで楽しめるよう公圏外周

植栽工低木 2 0 1 8株 に花木を植栽し、衝にうるおいを与えた。

ヤマツパキ 2 5本 (旭が丘北、南、西、東公園、四ツ谷西公園)

コブシ 1本

緑 イヒ 月 間 春(ys ---守8) 3，3 00，0 0 0 緑化月間は、市民と市が一体となってi緑のまちづくりをしよう、

0 家庭緑化の日 ということで今年度より始められたものである。

o入園、入学記念植樹 期間中は、概要の項にあげた行事や、広報特集号の発行など様々

o自然とのふれあいの集い な啓蒙、学習、実践活動を展開したわけであるが、これに対する市

o公共施設の緑化 民の反応は予想以上に強いものがあった O

0 緑地の清掃 特にうれしく感じられることは、公園緑政課が、かなりの範囲の

o自然観察と郷土史探訪 市民層にあたたかく迎えられているという実感である。

o萌える緑の市民祭 市民とのこの友好的な関係が続くかぎり、この月間も、緑のまち

秋(財--lk'6) づくりも、ますます市民の生活の中に定着していくであろう。

o家庭緑化の日

o菊展示会
、

o自然観察会

0緑地の清掃

、、 o球根の施設配布

緑 の ヌ主~と. 録 登録件数 185件 1，2 5 1，0 0 0 緑の保護に対する市の姿勢は年とともに市民のなかに浸透し、こ

樹木 9 5件 262本 の登録制度も一定の評価を得ている。市民の共有財産である緑を大

樹林 9 1件 657，49577C 切にしよう、という意識も年々高まってきているようである。
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

苗木等の無料配布 I1)樹木、苗木 9.640本 2，4 5 4，0 0 0 「まちに緑と清流を、くらしに花とうるおいを」のテーマのとお

市民 6，412本 り、樹木と草花で美しく住み良いまちを演出しようというのが配布

施設団体等 3，228本 の目的である。数年前に配ったひめりんごやかいどうは、春のまち

2)球根 25，000球 に色採りを添えはじめており、今後が楽しみである。

市民 8，300球 草花の方は、小学校や老人クラブが特に熱心であるが、まちを演

施設団体等 12，650球 出するまでには、まだ時間を要する状況にある。

3)菊苗 18，118本 春の百木、夏の菊菌、秋の球根と、これらの無料配布を毎年楽し

市民 3，240本 みにしている市民は多く、今や年中行事として完全に定着したとい

施設等 10，846本 える。

老人クラブ 4，032本

東豊田緑地保全地域内圏

路整備

4，8 00，0 0 0 全長 120 m 

サニコン舗装、擁壁工、

柵設置工、植栽工

急勾配ですべりやすく危険であった園路を舗装と階段設置により

安全なものとすること及び、地被植物植栽による土崩れ防止と柵の

設置による植生保護という当初の目的は十分に達成し得た。

旭が丘植樹帯設置及び植|植樹帯工

栽工事

170 m 1，6 3 0，0 0 0 全長

植栽工 サツキ等 765株

緑と花と紅葉で四季の色採りを図り、明るく楽しい散歩コースと

しての活用を目指した。(公圏外周緑化に呼応して行ったもの)

菊 の栽培と 普及|鉢栽培古典菊 51種

大菊 57種

小菊 11種

苗育成カサギク 6，000本

ポットマム 7，500本

スプレーギク 7，500本

2，5 0 0，0 0 0 

指導 講習会 1回

実地指導 4月---10月

無休

菊の栽培は、市民、老人クラブ、小学校などで年々盛んになり、

苗の配布は、カサギク、スプレーギク、ポットマムの 3種だけでも

1 8， 0 0 0本以上となった。

一般市民、小中学生、老人クラブ会員をあわせると、毎年数千人

の人々が菊づくりを楽しんでいるようである。
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

樹 木 の =円民 成 百圃面積 4，1 40m
2 1. 0 0 0，0 0 0 育成した樹木は、公共施設や道路緑化等に活用している。

樹木数 6，208本

不用樹木の移植 2 1種 120本 9 3 6，0 0 0 市民の不用となった樹木で利用価値のあるものを引きとり、公園、

施設等に移植した。

緑 の 羽 根 募金 募金額 1，8 7 5，5 8 8円 。 市民、諸団体、事業所の理解ある協力により、今年度も東京都一

の募金実績を達成した。

川原付市営住宅建替事業 木造平家建を P.c造 3階建 2 8 5，4 5 9.0 0 0 老朽化による危険や生活基盤の劣悪化を解消すると共に収容能力

に建替える。 の増加をはかるため昭和 53年度より川原付団地市営住宅の建替に

第 2期 1棟 2 4戸 着手した。

第 3期 1棟 2 4戸 昭和 55年度事業としては昭和 54年度より繰越された第 2期工

事 1棟 24戸、昭和 55年度第 3期工事 1棟 24戸、団地内道路舗

装、防火水槽 1基を建設した。

マ
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道路新設

及び改修

側溝新設

道 路 舗 装 刈山/W'tN州
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用排水路整備

根川改修
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消防費

事業名 事業の概要 費 果事 業 成

消 防 事 3 2 2，0 0 0 業|歳末警戒

円

昭和 55年 12月 29日、 30日の両日、消防団員全団員の出動

による市内の歳末火災事故防止特別警戒を実施し、年末の火災事故

防止につとめた。

出初式 6 6 6.0 0 0 昭和 56年 1月 11日新春をかざる恒例の日野市消防団出初式を

日野市立日野第一小学校校庭において、消防庁音楽隊の派遣を依頼

し、生演奏による行進曲に合せ、絢繍のうちにも厳粛に行進し、ま

た、多数の市民の観覧をいただき、全団員の規律と消防力全機能を

一向に結集し、盛大に挙行した。

消防操法審査会 4 0 0，0 0 0 昭和 55年 7月 13日、第 7回消防操法審査会を市内旭ケ丘 3-

1 - 1東京芝浦電気(株)日野工場内において実施した。

消防ポンプ車 8台、可搬式ポンプ 16台、消防団 24部が参加し、

日頃の訓練の成果を競い、消防技術の向上と意気の高揚につとめたO

また、本大会は東京都操法大会出場権が重なるため、各部熱のこ

もった競演であった。

その結果、第 5分団第 2部が優勝し、都大会に出場したが、惜し

くも優勝を逸した。

消防施設整備事業|消防水利整備 3 1，2 6 4，0 0 0 消火活動の中心となる消火栓市内 1，12 4基の維持管理を行うと

ともに、新設 10基を設置した。

また、震災に備え、耐震貯水槽 5基を設置した。

一方、消防水利標識設置にあっては、全消火栓の枠塗を完了し、

火災出動の緊急案内につとめた。

消防器具置場整備 4，3 7 5，0 0 0 消防団第 2分団第 1部の器具置場の新築をはじめ、第 5分団第 2部の

増築他 4件の改修工事を行ない消防施設の整備拡充につとめた。
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

消防車両器材整備 2 4 2，0 0 0 小形動力ポンポ積載車 1台を購入し、第 2分団第 1部に配車し、ま

た、小形動力ポンプの購入にあっては、第 4分団第 1部及び第 5分団

第 1部に配置し、地域の消防強化につとめた。

災 害 対 策 事 業 災 堂o宝 出 動 2，7 6 3，0 0 0 昭和 55年度に発生した災害件数は 86件であり、その内訳は、建物

火災 29件、枯草火災 33件、車両火災 3件、水害 7件、その他 13 

件であった。

この災害には、延べ 1958名の消防団員が出動し、住民の貴重な

生命、財産を災害から守り、その使命をはたした。

水 防 IDf! 練 24 9，0 0 0 昭和 55年 6月8日 市内(新井 842番地先)新井橋上流右岸

100 m地点浅川河川敷において、日野市消防署及び日野市消防団

147名が参加し、合同水防訓練を実施したO

各種水防工法を体得し、また技術の向上及び士気の高揚をはかり、

水防体勢の万全を期した O

防 災 ヨf! 練 3 0 0，0 0 0 昭和 55年 9月 1日「防災の日Jを期して、日野 63 5 3番地一帯に

おいて、市及び各関係、防災機関の参加を得て、日野市総合防災訓練

を実施した。

これは、災害対策基本法、日野市地域防災計画の運用の習熟化をは

かるとともに、参加した多くの住民を通じて、防災意識の高揚にっと

めた。

消火器設置 6 2 7，00 0 大規模地震発生と同時に起ると予想、される多発的火災及び平常火災

の延焼拡大防止を地区住民の手で初期消火の一助として、京王平山白

治会地区、みなみがおか自治会地区を中心に 4'8ケ所を設置し、火災

防止につとめた。
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

災 害 対 策 器 材 2，5 5 0，0 0 0 大規模地震の発生が懸念される今日 、市民の生命、身体及び財産

を被害から守る災害対策の一環として、防災無線の充実による情報

網の整備をはかり 、災害拡大防止につとめた。
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教育費

事 業 名 事業の 概要 事 業 費 成 果

円

学校建設施設整備事業 三沢台小学新築 5 0 7，0 4 4，5 1 7 都市化による人口の増加とそれに伴う児童、生徒の急増に対処す

(54---55年度国庫債務負担) 財源内訳 るため、二沢台小学校、大坂上中学校、平山中学校の新築をはじめ、

鉄筋コンクリ ー ト造 4陪 国庫支出金 232，744ρ00 南平小学校、百草台小学校(公団買収)の増築を実施した。

4，64 1 m2 地 方 債 109，90 0，0 0 0 

普通教室 1 8 一般財源 164，40 0，5 1 7 

特別教室 5 

. 
大坂上中学校新築 5 8 3，4 9 5，0 0 0 

(54---55年度国庫債務負担) 財源内訳

鉄筋コンクリ ー ト造 4 ~皆 国庫支出金 330，493，0 0 0 

5，3 38m2 地 方 債 123，900，000

普通教室 2 1 一般財源 129，102，0.00 

特別教室 1 2 

平山中学校新築 3 4 8，0 0 5，0 0 0 

(55---56年度国庫債務負担) 財源内訳

鉄筋コンクリ ー ト造 4階 国庫支出金 202，8 9 5，0 0 0 

5，6 22m2 地 方 債 81，1 00，000 

普通教室 2 4 一 般財源 64，010，000 

特別教室 1 0 

平山中学校併行防音 9 5.2 9 8σo 0 

財源内訳

国庫支出金 81，232，000 

一般財源 14，066，000 
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

南平小学校増築 6 5，5 4 0，0 0 0 

鉄筋コンクリート造 3階 財源内訳

5 13m2 国庫支出金 39，999，000

普通教室 3 地 方 債 15，000，000

特別教室 1 一般財源 10，541，000

南平小学校併行防音 2 3，0 8 1，0 0 0 

財源内訳

国庫支出金 16，359，000 

一 般 財 源 6，722，000 

百草台小学校増築 1 9，78 4，0 0 0 

(公団買収) 財源内訳

鉄筋コンクリート造 4 ~皆 国庫支出金 13，1 78，000 

1 71m2 地 方 債 6，200，000 

一般財源 406，000 

三沢台小学校屋内運動場 86，3 3 2，4 8 3 新設校の開校に伴って、二沢台小学校、大坂上中学校にそれぞれ

新築
財源内訳 屋内運動場とプールを新設した。これにより、体育授業を支障なく

(54--55年度国庫債務負担) 国庫支出金 40β20，000 実施することができるようになり、教育内容の充実と教育施設の整

鉄骨造 978 m2 地 方 債 30，000，000 備を計ることができた。

一 般財 源 16，312，483 

大坂上中学校屋内運動場 1 0 5，9 3 0，0 0 0 

新築
財源内訳

(54--55年度国庫債務負担) 国庫支出金 47，277，000

鉄骨造 1，1 89m2 地 方 債 42，300，000

一般財源 16，353，000 
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事業名 事業の概要 事 業 費

円

三沢台小学校プール新築 4 6，5 0 0，0 0 0 

(54---55年度国庫債務負担)1 財源内訳

鋼板製 | 国庫支出金 7，535，000 

大プール 25mX11m 

小 プール 1 0 mX 5 m 

大坂上中学校プール新築

地方債 29，200，000

一 般 財 源 9，765，000 

4 3，4 6 0，0 0 0 

(54---55年度国庫債務負担)1財源内訳

アルミ鋼板製 | 国庫支出金

大プール 25mX11m 地方債

一 般 財 源

6，376，000 

27，800，000 

9，284，000 

平山中学校用地取得 1，6 1 7，533，770 

成 果

母体校である七生中学校、第四中学校のマンモス化と不足教室解

買収面積

仮換地地積

2 4，5 7 6 m21財源内訳 |消のた め、 平帥学校の用地買収を行った O

1 8，20 0 m2 I 国庫支出金 404，4 9 5，0 0 0 

地方債 1，154，10 0，0 0 0 

一 般 財 源 58，938，770 

教育振興、私費負担軽減|小学校 6年生日光移動教室兼

事業 |修学旅行及び中学校修学旅行

市負担額

1人 2，500円

卒業記念品贈呈

1 0，8 5 2，5 0 0 

5，1 1 3，0 2 0 
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校外の自然や伝統文化に直接触れさせることにより、児童、生徒

の社会的視野を広げ共同生活を通して人格形成をはかることができ

た。また日光移動教室及び修学旅行の私費負担を軽減し、教育振興

につとめた。

小学校 2，3 9 5人

中学校 1，9 4 6人

小 ・中学校卒業者に記念品を贈った

小学校 2，4 1 8人

9'学校 1，9 6 4人



事業名 事業の概要

就学援助事業

公立学校教育研究会

科学教育センター

授 業 研 究

私立幼稚園在園幼児保護|私立幼稚園に在園する幼児の

者補助金 |保護者に対し補助金を交付す

ることにより、保護者の負担

を軽減する。

事 業 費

円

1 9，6 8 5，5 24 

1，5 6 6，0 0 0 

1，5 0 0，0 0 0 

3，90 0，00 0 

1 1 7，1 58，000 
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小学校

中学校

成

要保護

104人

7 4人

準要保護

638人

192人

果

各研究部会(幼稚園 6部、小学校 20部、中学校 18部)で自主

的な組織を編成し、理論面、実践面の研究、他地区及び学校の視察、

会員相互の授業研究等多彩な研究を行い、共同研究組織として、多

大な成果をあげることができた。

児童の科学に対する興味を伸ばし、学習意欲の高揚と充実にっと

めた。

区 分
ふ弓ミ£一， 校 で必見f- 校 中 二会孟子.l， 校

北部科学センター 南部科学センター 科学センター

所 在地
日野市立 日野市立 日野市立

第 七 小 学 校 平山台小学校 =沢中学校

指導員数 2 2名 1 7名 1 2名

児 童数 4 3名 3 9名 4 0名

指導回数 2 0回 2 0回 1 0回

学 校数 9校 1 0校 7校

小・中学校とも指導方法及び改善のために授業研究にとり組んで

おり、年度末には研究紀要としてまとめ、市教委に提出を義務付け

ている。研究紀要は都立教育研究所及び奈良市帝塚山学園授業研究'

所へ送付しているが、内容は高く評価されている。

授業研究費(各校 26校に 15万円)は教師の指導技術を高める研

究に大きく貢献している。

5才児

4才児

4，000円X 1 5，2 2 0人==6 0，8 8 0，0 0 0円

3，800円X 1 4，8 1 0人==5 6，2 7 8，0 0 0円



事業名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

円

未認可幼稚園在園幼児保 未認可幼稚園に在圏する

護者補助金 幼児の保護者に対し補助金

を交付することにより保護

者の負担を軽減する。

私立保育園在園幼児保護 私立保育園に在園する幼

者補助金 児の保護者に対し補助金を

交付することにより保護者

の負担を軽減する。

幼児教室在園幼児保護者 幼児教室に在圏する幼児

補助金 の保護者に対し補助金を交

付することにより、保護者

の負担を軽減する。

私立幼稚園就園奨励費| 幼稚園に就園する 4才、

5才児の保護者で所得が低

い者に対して補助を行う。

5，5 1 0，4 0 0 5才児 4，000 円 X 192 人 - 7 6 8，0 00 円

4才児 3，800 円 X 1，248 人 4，742，4 0 0 円

1，2 0 5，0 0 0 5才児私的契約児のみ

2，500 円 X 482 人 1，20 5，0 0 0 円

1，1 6 8，0 0 0 5才児

4才児

0 人

2，000 円 X 584 人 1，16 8，0 0 0 円

3 9，94 0，00 0 
保育料等滅免措置階層区分 減免額(同 対象人員(刈 補助金額(同

市民税が非課税及び生活保護世帯 9 0，0 0 0 3 0 2，7 0 0，0 0 0 

市民税が均等割のみの世帯 7 0，0 0 0 8 5 6 0，0 0 0 

所得割糊ゆ 70.000円以下 |40，0 0 0 I 9 1 7 I 36，6 8 0，00 0 

955 I 39，9 40，00 0 計 / / イ |

社会体育振興事業|学校開放 1 0，2 1 0，0 8 0 小・中学校の校庭、体育館、プールを一般に開放し、 1人でも多

くの市民がスポーツに親しめる場所を提供した。

今年度は、東光寺小学校を新たに開放し、小学校 18校、中学校

6校の開放を実施し、社会体育の振興に大きな成果をあげた。
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事 業 名 事業の 概要 事 業 費 成 果

円

学校開放施設の整備 8，6 1 0，0 0 0 第 4中学校校庭に防球網を設置し、危険防止につ とめるとともに、

潤徳小学校体育館の照明改修工事及び 1中校庭照明補修工事を実施

し、市民の利用しやすい施設としたことにより、学校開放が更に充

実発展した。

駒形の渡し事業 8，4 6 3，3 7 0 市民プールが対岸地区(南平、高幡、平山等)のプール利用者の

利便がはかられた。

特に子供達が交通量の多い道を利用しないで渡し舟を利用して市

民プールに来ることができるようになったことにより、自然(川)

と親しむことができるようになり心身の向上に寄与した。 (利用延

人員 12， 7 2 9名)

少年野球場建設事業 2，2 5 0，0 0 0 昭和 49年 9月 1日の台風により流失したままになっていた多摩

川河川敷(旧バレーポールコート)を整備し、少年野球場を建設し

たことにより、少年のスポーツ振興に大きな成果をあげた。

社 ~ミ 教 z円t可 事 業 少 年 教 z円t可 2，9 2 5，5 5 5 o地域子ども会の育成

地域の子ども会では、学校や家庭ではなかなか体得できない遊

びや異年齢集団での連帯性、社会性および地域性を生かした活動

が行える。そのような観点からジュニア・リーダー及び育成者の

養成(補助金 1，40 0，0 0 0円)他、子どもスポーツ大会事業委託

等を行い、自主的、自律的な活動を重視し育成をはかった。

o少年キャンプ村

平山域社公園隣接の京王研修セン ター敷地を借用し、テント 12

張、炊事場、トイレを仮設し、希望する子ども会へ開放した。

宿泊にあっては 1泊 2日の連日開村のもと、 14日間、延べ 20

団体 691人の入村を数え、子ども及び育成者相互間の交流をはかったc

なお、この期間中ジュニア・リーダー宿泊講習 8 4名)が
中学生キャンプ 2 2名

参加した。
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

青 年 教 =同白 3，5 7 3，0 0 0 。 青年層の学習の機会及び仲間づくりの場として 、青年文化講座

(青春 コース ・陶芸コ ース ・人形劇コース ・サークル活動 コース)

アコーデイオン教室 ・第 13回青年講座「アジアを考える」 を開

設した。

。 青年フェステパルを実施 し、青年のもっているエネルギーとパ

イタリテーを存分に発揮し 、青年相互の連帯を深める場を提供 し

た。

。 「大人になったことを自覚し 、 自ら生きぬこうとする青年を祝

い励ます」ために成人式を挙行した。

該当者 2，354名 参加者 982名

障 室Eコ主 者 教 =円t 2，30 2，0 0 0 o障害者学級

障害 を持つ青少年の交流と親睦を深めるために少年学級、青年

学級を開設した。

o手話講習会

聴覚障害者の日常生活に欠くことのできない手話を普及 した。

成 人 教 =同z!>: 2，1 4 5，0 0 0 。 婦人講座(前期=家族つてなあに・後期=主婦つてなあ に)、

婦人学習グルーフ。への講師派遣、テレビ市民セミナー (前期=歴

史への招待・後期=歴史への招待)、ことぶき大学(講演、実技

野外教室)、成人講座(中年学概論)、市民講座(お母 さんのた

めの幼児教育講座)、陶芸教室等を開設し、市民の学習要望にこ

たえた。

文 イヒ 祭 2，948，700 。 第 18回市民文化祭は 10月 19日---1 1月 16日まで市役所

本庁舎、七生公会堂、中央公民館、福祉センタ ー中央会館、湯沢会

館、高幡会館、社会教育センタ一、小学校体育館などを利用して

2 6種目が開催され、多数の参加者、観覧者を得て、市民の文化

交流が図られた。
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

文化財保護 1 3，0 0 8，8 9 4 o調査活動

神明上遺跡 4地点の発掘調査を実施、他報告書作成作業を実施

した。

o普及活動

指定文化財説明板 3ケ所の整備を行った。

o文化財収蔵庫改修

市立第二小学校空教室ならびに吹抜けの 2ケ所を利用し文化財

収蔵庫に改修した O

家 庭 教 =月t可 6，4 7 3，0 0 0 o家庭教育通信講座

2歳以上の未就学児全家庭へ家庭教育の学習教材を年 4回発送

するとともに、通信教育の一方通行を補う目的で 4回のスクーリ

ングを開催し、市民の学習要望にこたえた。

o家庭教育学級

小・中学校 23校へ委託開設した。学習内容は各校独自のプロ

グラムにもとづき実施された。

o幼児の親子教室

3歳及び 4歳の親子各 20組を公募し、 3泊 4日のサマースク

ールを中心に 8回開設し、親の子どもを見る目を養うとともに、

子どもの行動から個々の幼児に応じた適切な指導法を学習体得さ

せた。
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事 業 名 事業 の概 要 事 業 費 成 果

円

公民館 活動 8 0 6，0 0 0 市民の教養、文化及び余暇活動として各 種教室 を開き、市民相互

の連帯を深める 場 を提供した。

料理教室 9 回 270人

七宝焼教室 2 回 ，6 0人

やさしい 自動車教室 3回 9 0人

書道教室 1 0回 400人

話 し方教室 7回 280人

折紙教室 1回 3 0人

リボンフラ，ワー教室 3回 9 0人

囲碁教室 1 0回 500人

簸かご教室 3回 9 0人

着付教室 1 0回 400人

編物教室 5回 200人

映 画 会 1回 6 0人

ぺ ン習字教室 1 0回 400人

園芸教室 3回 9 0人

写真教室 3回 9 0人

よEL3 計 80回 3，050人
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都市計画事業特別会計



事 業 名 事 業の概要 事 業 費 成 果

円

神明上土地区画整理事業 地区内の最終仕上工事 898，1 07，7 1 8 工事件数 2 5件

(事業総面積= 133ha) 。道路舗装 (改修) 3.3 18m
2 

。整地工事 3，4 5 3 rrf 

。擁壁工事 L= 1 4 0 m 

h= 2.3 m (平均)

。街路法面防護

1.063 m 

芝むしろ張 670 m
2 

。土留柵工事 70 m 

。道路植栽工事

130ケ所

植付工事 6 1本

低木植栽 1，100株

。管渠工事

戸 200 6.0 m 

¢ 300 2 0 3.5 m 

¢ 450 7.3 m 

戸 1650 3 3.3 m 

。既設管撤去 40.0 m 

(コルゲー トパイプ=戸1，20 0 ) 

。そ の 他 工 事

補 償 107件

。建物移設補償 1件

。工作物 H 5 9 " 

。整 地 H 4 " 
。埋設物 H 3 3 11 

。損 失 H 5 11 

。樹 木 H 5 11 

万願寺土地区画整理事業 事業に必要な基礎的測量等 2 1，79 0，34 1 浪1 』皇ヨ主ー

(事業総面積 = 127ha) 。用地確定測量

。現 況測量-…一 多摩川右岸兼道路平面測量

L 一一一
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② 

① 

z 
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日野都市計画神明上土地区画整理事業

縮尺六千分之ー

植栽工事

街路築造

路面改修

/VtNW帆N 整地、その他工事

①!神明上地区整地第 33号工事

例区画街路第 226号法面復旧工事

③ ¥226号排水管仮接続工事

@|新日野駅こ道橋設置に伴う仮締切工事

⑤|上記④工事後の撤去・その他工事

⑥|都市計画街路 2・2・1築造・その他

⑦|都市計画街路2・2・4築造 その他

③ |日野58 2 8先金網柵設置工事

③|地区内保留地街築工事

⑬|地区内 76街区保留地工事(第 3号)

⑪|左記⑬工事の追加工事



受託水道事業特別会計



事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

配 水 管 新設 事 業 神明上土地区画整理地内配 6 8，6 7 0，0 0 0 区画整理事業の計画に合わせ、配水管を布設すること によ り、同

水小管布設 区域内の水需要に対処 した。

o 7 5 mm---戸35 0 mm 

.e = 2 5 6 5.8 m 

栄町 2丁目 18---3丁 目8 5 6，24 2，0 0 0 在来連合管 を撤去 し、 配水管の新設じより出水不良地区の解消並

番地先間他 8ケ所配水小管 びに将来計画に関連した配水管の布設により水需要に対処 した。

布設

戸5 0 祝混~戸30 0 mm 

.e = 1 6 4 3.8 m 
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昭和 5 5 年 度

配 水 管 新 設

工事 個所

只
d

k
d
 



下 水道 事業 特別 会計



事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

下水 道整 備 事業 多摩川第 2排水区排水管埋 3 1 5，0 0 0，0 0 0 日野駅西側から国道横断、都道縦断し、既設管へ接続するシールド

設工事 (その 2) 工法及ひ一部開削工法による工事で日野駅付近の浸水解消が可能と

シールド工 なった。

① 1 800 L=315m (昭和 54年度債務負担行為)

開 背リ 工

o 1 800 L= 36m 

多摩川第 2排水区排水管埋 1 7，1 0 0，0 0 0 日野駅西側のシールド工事部分と既設管 との接続工事で神明上西

設工事 (その 3) 地区の雨水排除が完全と なった。

① 1 800 L=16m 

日野市公共下水道事業計画 1 9，0 0 0，0 0 0 浅川処理区の高幡、石田、新井、 二沢、 程久保地域の事業認可設

認可設計業務委託 (第一期) 計 を行い事業認可申請に必要な図書を作成した。

A= 320ha 

西平山排水区 (55-1)工事 4 1，2 0 0，0 0 0 西平山 5丁 目地域の浸水解消事業で昨年度から着工し明年度で幹 l 

o 1，1 0 0 L=84m 線の整備は完了するので浸水は防止できる。

④ 1，200 L=91m 

南平排水区 (55-1) 工事 1 0，9 5 0，000 南平 5，6丁 目の既設管へ接続する枝線工事で、雨水の流入の増進 l 

④ 500 L=39m をはかり浸水防止を はかった。

0600 L=35m 

U型 240 L=457m 

// 300 L= 1 9 6 m 

南平排水区 (55-3 )工事 1 0，738，00 0 同 上

o 300 L=32m 

④ 350 L=14m 

o 500 L=1 03m 

① 600 L=36m 
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事 業 名 事業の概要 事 業 費 成 果

円

黒川都市下水路(その 1) 2 0 3，5 0 0，0 0 0 多摩平 6丁目付近の浸水解消のため、本年度から 4カ年計画で浅

工事推進工 川まで延長約 1，960mを埋設する

④ 2，000 L=4 3 Om 

黒川都市下水路(その 2) 1 2，60 0，0 0 0 同 上

工事

日 2，3 0 0 X 2， 5 0 0 

L=22m 

黒川都市下水路樋管改築工事 8 2，8 9 1，0 0 0 浅川への吐口部の水門の設置で、河川|からの逆流防止及び上回用

排水部分 水の取水との整合をはかった。

囚 2，5 0 0 X 2， 5 0 0 

L=24m 

用水部分

回 1，00 0 X 1，0 0 0 

L=24m 

多摩川右岸浅川流域下水道 7 9 7，0 0 0 多摩川右岸浅川流域下水道の建設負担金O

負担金 今年度は、日野市新井・平山 6丁目付近の土質調査を行なった。

多摩川右岸南多摩流域下水道 1 4，8 4 0，4 3 8 多摩川右岸南多摩流域下水道の建設負担金O

負担金 今年度は、大栗幹線の管渠 (L二 50 6 m) 埋設、及び稲城幹線

地質調査を行った。

公共下水道多摩市建設負担金 83，436，739 日野市と多摩市との間の公共下水道事業の事務委託に関する規約

に基づく負担金で、今年度については多摩市和田区画整理地内の雨

水の管渠埋設を行った O
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財 政 状 況の資料



昭和 55年 度 各 会 計決算総括表

歳 入 歳 出
メz与x、 計 ~U 

予 算 額 決 算 額 予 算 額 決 算 額

円 円 円 円

一 般 メZ入s¥ 計 2 2，4 6 4，8 9 8，0 0 0 2 2，4 0 1，4 0 1，1 7 2 2 2.4 6 4.8 9 8.0 0 0 2 1.8 0 4.9 6 7.0 2 2 

国 保 メA入 計 2‘1 7 8.3 9 4.0 0 0 2，1 8 5，0 6 0，0 1 8 2，1 7 8，3 9 4，0 0 0 2.1 7 4，1 5 1，5 0 3 

都市計画会計 1，0 7 6，6 4 4，0 0 0 1，0 7 6，9 2 6，6 3 0 1，0 7 6，6 4 4，0 0 0 1，0 0 1，0 7 2，6 2 3 

下水道会計 9 2 8，3 8 0，0 0 0 9 2 8，6 2 9，3 7 4 9 2 8，3 8 0，0 0 0 9 2 6.4 6 9.7 0 1 

受託水道会計 7 5 3.2 0 3.0 0 0 7 4 6，0 6 9，1 9 2 7 5 3，2 0 3，0 0 0 7 4 6.0 6 9.1 9 2 

農業共済会計 1 7，7 7 6，0 0 0 1 6.1 1 1. 9 6 9 1 7.7 7 6.0 0 0 1 6.1 0 5.4 4 8 

病院事業会計 1，7 4 2，8 7 2，0 0 0 1，5 1 7，4 6 5，7 8 8 1τ8 2.0 7 8.0 0 0 1，7 8 5，6 1 2，8 5 5 

」

Q
U
 

R
d
 



決算状況(:普通会計)昭和 5 5年度
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費

費

費

費

費

費

費

費

費

費

費

計

会

務

生

生

働

業

工

木

防

育

債

メ』
口

議

総

民

衛

労

農

商

土

消

教

公

o. 7 

0.5 

0.2 

1 3.0 

o. 5 

2.2 

0.9 

1.0 

5.8 

1.1 

o. 1 

5. 1 

o. 1 

o. 1 

1 2，9 2 3，5 2 7 

1 5 8，5 92 

2 1 0，0 37 

34，269 

17，396 

1 1 4， 7 0 3 

24 1，4 50 

5 7， 0 7 7 

3，0 3 8，4 8 6 

1，3 4 7， 1 2 5 

1 1 5， 1 0 6 

2 5 2，6 65 

1 2，4 3 8 

50 8，9 39 

1， 1 8 5， 5 6 3 

3，20 3，9 0 0 

2 3，4 2 1，2 7 3 

市税

地方譲与税

自動車取得税交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料

手数料

国 都支出金

都支出金

財産収入

寄 付 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収入

地方債 1 3.7 

100.0 計ム
ロ

教育費

29.5% 

-59-



市町村民税の徴収実績

(単位千円)

種 目¥別¥、 -------区 舟

調 定 済 額 収 入 済 額 徴収 率 (%)

標準 税 率 標準税率超
前年度におけ 収入済額@

現金課税分 滞納繰越分 ii 言十 現年課税分 滞納繰越分 ぷロ:.. 言十 ③ ⑥ ⑬ る徴収率 の対前年度

⑥ 。超過調定額
③ ⑥ ⑤ 

過収入済額 一 X100一X 100 ー X 100 I (~ @ ⑬ ⑮ ⑧ ③ @  I (~) X 100 増減率

一普 通 税 1 2，1 46，00 8 262，359 1 2，408，36 7 365，365 11，968.693 1-23，1 1 1 1 2，091，804 3 64，634 98.5 46.9 97.4 97.5 17.1 

1.法 定 普 通 税 1 2，1 46，00 8 262，359 1 2，408.367 365，365 1 1，968.69 3 1 23，1 1 1 12，091，804 364，634 98.5 46.9 97.4 97.5 17.1 

(1)市 町 村 民 税 7，934，501 1 62，23 3 8.096，734 365，365 7，8 1 0，500 77，940 7，888.440 364，634 98.4 48.0 97.4 97.5 20.8 

(ア)個 人 均 等 害リ 68.558 1，973 70，531 67，057 937 67，994 97.8 47.5 96.4 96.6 23.9 

い)所 得 害リ 5，3 59.5 0 3 1 54，3 1 0 5，5 13，8 1 3 5，242，322 73，274 5，3 1 5，596 97.8 47.5 96.4 96.6 16.6 

上記の うち退職所得分 69.54 1 69.541 69.541 69.541 100.0 100.0 100.0 ム 5.4

(ク)法 人 均 等 害リ 27，624 65 27，689 27，564 41 27，605 99.8 63.1 99.7 99.7 0.6 

(エ)法 人 税 害リ 2，478.8 1 6 5，885 2，484，70 1 3 6 5，365 2，473，557 3，688 2，477，245 364，634 99.8 62.7 99.7 99.7 31.0 

(2)固 定 資 産 税 3，373，106 98.74 5 3，471，851 3，320，323 44，537 3，364，860 98.4 45.1 96.9 96.9 7.8 

〈ア)純 固定資産 税 3，268.493 98，745 3，3 6 7，238 3，21 5，7 1 0 44，537 3，260，247 98.4 45.1 96.8 96.8 7.8 

( i)土 地 1，521，489 45，965 1，567，454 1，496，9 1 6 20，732 1，5 1 7，648 98.4 45.1 96.8 96.8 5.4 

( ii)家 屋 1，0 86，33 6 32，819 1，1 1 9.1 5 5 1，068.79 2 14，802 1，083，594 98.4 45.1 96.8 96.8 12.1 

(iii)償 却 資 産 660，668 1 9.96 1 680，629 6 5 'U，O 0 2 9.003 659.005 98.4 45.1 96.8 96.8 6.6 

(イ)交 付 金 ・納付 金 1 04，6 1 3 
/ - - - / / /  J 

1 04，6 1 3 
///  / 

1 04，6 1 3 
// // ///  / 

1 04，6 1 3 -----100.0 100.0 100.0 6.7 

( i)交 付 金 33，544 33，544 33，544 33，544 -----100.0 100.0 100.0 企 0.8

(l i)納 付 金 7 1，069 ----- 7 1，069 ----- 7 1，0 6 9 ----- 7 1，069 -----100.0 100.0 100.0 10.6 

(3)軽 自 動 車 税 24，666 1，38 1 26，047 24，1 3 5 634 24，769 97.8 45.9 95.1 940 10.2 

(4)市 町村たば こ消費 税 390，187 ----- 390，1 87 -----390，1 87 -----390，1 87 
////  /J  

100.0 100.0 100.0 7.3 

(5)電 気 税 385，673 385，673 -----385，673 385，673 100.0 100.0 100.0 5 1.0 

(6)ガ ス 税 17，162 17，162 ----- 17，162 17，162 ------100.0 100.0 100.0 53.9 

(7)鉱 産 税

(8)木 材 ヲ| 取 税

(9)特別 土 地保有税 20，7 1 3 20，7 1 3 

-------
20，7 1 3 20，71 3 

三三
100.0 100.0 100.0 ム13.9 

(ア)保 有 分 20，7 1 3 20，7 1 3 

-------
20，7 1 3 20，7 1 3 100.0 100.0 100.0 613.9 

い)取 得 分 -----2.法 定 外 普 通 税 ----- -----一 目 的 税 8 34，83 1 23，004 857，835 821，347 10，376 83 1，7 2 3 98.4 45.1.， 97.0 97.1 7.5 一
1.入 湯 税

2.事 業 所 税 -----
三三三三

3.都 市 言十 画 税 8 34，83 1 23，004 857，835 -----821，347 10，376 831，723 98.4 45.1 97.0 9 7.1 7.5 

(1)土 地 5 74，84 1 1 5，8 39 590，680 -----5 6 5，5 5 5 7，144 5 72，699 98.4 45.1 97.0 97.1 6.7 

(2)家 屋 259.990 7，165 267，155 

三二三三7 

255，79 2 3，232 259.024 98.4 45.1 97.0 97.1 9.2 

4.水 罪リ 地 益 税

5.共 同 施 設 税 .1------
6.宅 地 開 発 税 -----一一 |日 法 ~ よ る 税 ----- -----メロ~ 計 (一~ニ ) 1 2，980，839 285，363 1 3，266，202 365，365 1 2，790，040 1 33，487 1 2，9 23，5 27 364，634 98.5 46.8 97.4 97.4 1 6.4 

国民健康保険税 648，240 59.9 1 0 708，150 -----596，529 34，254 630，783 
/////  / 

92.0 57.2 89.1 90.8 8.2 

国民健康保険料 ------
n
U
 

L
U
 



歳出の状況 (普通会計)

性 質別 経費 の状況 (単位:千円〉

昭 和 5 5 年 度 昭 和 5 4 年 度

区 分
決 算 額

左のうち臨時的なもの (B) 差 引経常的 左 の 内 訳 決算額 決算額 経常収 左のうち経 決算額 結常収
?ζ も の 構成比 増減率 支比率 決 算 額 常一般財源 構成比 支比率ω 特定財源 一般財源等 ω一(到 特定財源 一般財源等 (婦) (婦) 傾) 等 (~) (倒

1.人 件 費 (3) 5，384，030 14，064 116，244 5，253，722 624，156 4，629，566 23.7 7.1 36.9 5，027，257 4，388，642 23:7 39.1 

2.物 件 費 2，807，754 21，909 39，638 2，746，207 520，046 2，226，161 12.3 15.5 1 7.7 2，431，948 1，807，41 5 11.5 16.1 

3.維 持 補 修 費 180，801 180，801 1 7，333 163，4 6 8 0.8 38.1 1.3 130，905 107，676 0.6 1.0 

4.扶 助 費 2，261，665 2，261，665 1，657，069 604，596 9.9 11.8 4.8 2，022，951 495，109 2.5 4.4 

5.補 助 費 等 1，552，366 270 378，003 1，1 74，093 87，642 1，086，451 6.8 14.2 8.7 1，359，579 1，005，477 6.4 9.0 

内 (1) 一部事務組合K対するもの 98，618 36，559 62，059 62，059 0.4 5.7 0.5 93，292 89，4 3 8 0.4 0.8 

訳 (2) (1) 以外 の も の 1，453，748 270 341，444 1，112，034 87，642 1，024，392 6.4 14.8 8.2 1，266，287 916，039 6.0 8.2 

6.公 債 費 1，812，229 259，510 1，552，719 24，206 1，528，513 8.0 8.3 12.2 1，673，107 1，280，385 7.9 1 1.4 

内 (1)元 利 償 還 金 1，807，339 259，510 1，547，829 24，206 1，523，623 7.9 8.5 12.1 1，666，004 1，273，282 7.9 11.3 

訳 (2) 一時借入 金 利子 4，890 ~ ~ 4，890 

三三
4，890 0.0 ム31.2 0.0 7，103 7，103 0.0 0.1 

7.積 立 金 1，025，847 103，061 922，786 

---------- ~ 4.5 ム16.7/ 1，231，954 ~ 5.8 1/ 
8.投資及び出資金・貸付金 142，311 114，750 27，561 

ー正三二子二7 
ど三/二三/三/ 7 

0.6 21.8 

医
116，800 

三二7三
0.6 

9.繰 出 金 225，599 11，641 213，958 1.0 15.5 195，254 0.9 

10.前年度繰上充用金 ~イ
計 ( 1 - 10 ) 15，392，602 265，695 1，957，700 13，169，207 2，930，4 5 2 10，238，755 67.7 8.5 k 81.6 ) 14，1 89，755 9，084，704 66.9 81.0 

11.投 資 的 経 費 7，354，696 5，087，647 2，267，049 

二三--------フ二/7 ア

~ 32.3 4.7 |、 18.1) 7，023，891 

三三
33.1 (15.9) 

-う ち人件費(b) ( ) 345 0.0 ( ) 

(1)普通 建設事業費 7，353，304 5，087，647 2，265，657 32.3 4.7 (18.1 ) 7，007，698 ど~三/ 33.0 (15.9) 

うち単独 事 業費 3，242，755 1，475，562 1，767，193 

-------------
14.3 ム1.4 (14.1 ) 3，289，656 15.5 (12.8) 

(2) 災害復旧 事業 費

4J//こ---ご---
~ ( ) 14，73 1 /三/ア/ 0.1 ( 0.0) 

(3) 失業対策 事 業 費 1，392 1，392 ~ ~ 0.0 I 64.8 ( 0.0) 1，462 0.0 ( 0.0) 

歳 出 ぷ口』 計 22，747，298 5，353，342 4，224，749 13，169，207 2，930，452 10，238，755 100.0 I 7.2 

= 
21，213，646 9，084，704 100.0 

うち人件費(司+ (b) 5，384，030 14，064 116，244 5，253，722 624，1 56 4，629，566 23.7 I 7.1 5，027，602 4，388，642 23.7 

歳 出 構 成 比 (%) 100.0 23.5 18.6 57.9 12.9 45.0 

-----------
100.0 42.8 / 
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普通建設事業の状況(普通会計)

(単位千円)

財 源 内 訳
区 分 決 算 額

国庫支出金 都支 出 金 地 方 債 その他の特定財源 一般財源

~弘じ、、 務 費 1 0 8.5 0 2 1 0 8.5 0 2 

民 生 費 1 3 9.3 1 6 6，926 6，635 6.500 1 1 9.2 5 5 

衛 生 費 4 1. 2 5 2 2，150 5.917 3 3，1 8 5 

農 業 費 1 5.7 2 7 1 0.4 3 5 5.292 

土 木 費 3，0 6 8，6 7 9 3 0 2.0 4 4 1 0 5.4 9 5 1. 3 0 7.1 0 0 2 3 5.2 4 0 1，1 1 8，8 0 0 

Y向 防 費 3 2.4 1 7 6.1 3 5 3，0 0 0 2 3.2 8 2 

教 =円~ 費 3.9 4 7.4 1 1 1. 1 5 3.9 6 4 4 6.6 0 0 1，889，100 406 8 5 7.3 4 1 

企口』 言十 7，3 5 3，3 0 4 1，4 7 1，2 1 9 1 7 8，0 8 2 3，2 0 2，7 0 0 2 3 5，6 4 6 2.2 6 5.6 5 7 
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地方債現在高の状況(普通会計)
(単位:千円)

昭和54年度末 昭和 55年度 昭和 55年 昭 和 55年度元利償還額 。の財源内訳
差引現在高

度対現昭和末策在5財5年源債高

⑤の借入先別内訳

区 分 現在高 発行額
度財源対

フE 金 矛リ 子 計 ③十⑥-@
⑧ ⑤ 策発行債額

。 ⑬ 
特定財源 税 等 ③ 政府資金 その他

1.一 般 /j入ム、 共 事 業 債 22，892 24，000 1，200 1，139 1，411 2，550 2，550 45，753 49，500 45，753 

2.一 般 単 独 事 業 債 3，825，256 901，300 105，511 263，491 369，002 369，002 4，621，045 1 71，500 1，894，109 2，726，936 

3.公営住宅 建設 事業 債 273，911 122，500 5，339 18，828 24，167 24，167 391，072 248，072 143，000 

4.義務教育施設整備事業債 8，591，272 1，801，100 1，300 430，730 572，263 1，002，993 1，002，993 9，961，642 237，340 8，4 9 6，5 3 2 1，465，110 

5.辺 地 対 策 事 業 債

------- -------6.産 業 廃 棄物処理事業債

7.災 害 復 |日 債

------- -------(1) 単独災害 復 旧 事 業 債

------- 三戸的単独災害復旧事業債(除火災)
/////  / 

(イ)元刺補給付小災害債

------------(ワ)歳 入 欠 か ん 等 債

4ど/こ三/三二/ 
~ --------t:)火 災 復 |日 事業 債

(2) 補助災害復旧事業債

8.一般廃棄 物処理事業債 930，382 39，641 64，487 104，128 104，128 890，741 141，800 884，741 6，000 

9.厚生福祉施設整備事業債 436，694 6，500 4，010 28，376 32，386 32，386 439，184 89，300 439，184 

1仏公共用地先行取得等事業債

三五
~ 

11.退 職 手 当 債 ~ 
-------12.転 貸 債

//二/二//7 / 13.過 疎 対 策 事 業 債

-------14.国の予算貸付・政府関係機関貸付債

ラ二二7三二(1) 転 貸 K よ る も の

三三(2) そ の 他

15.同 和 対 策 事 業 債

(1) 法第 10条によるもの ~ ラ二(2) そ の 他 の も の

三三16.減収補てん債(昭和 50年度) 125，630 

------------
1 7，281 9，104 26，385 26，385 108，349 

-------
108，349 

17.財 政 対 策 債 168，700 

---------------
24，200 1 3，0 1 3 37，21 3 37，213 144，500 

三/三/ 
144，500 

18.財 源 対 策 債 697，200 2，500 
ど----三/プ

10，260 45，656 55，916 55，916 689，440 626，900 62，540 

19.都 道 府 県 貸 付 金 1，259，81 3 346，000 66，804 83，590 1 50，394 1 50，394 1，539，009 

----------
1，539，009 

20.そ の 他 11，700 1，480 725 2，205 39 2，166 10，220 10，220 

i口〉 計 (1-20 ) 16，343，450 3，20，3，900 2，500 706，395 1，100，944 1，807，339 24，206 1，783，133 18，840，955 689，440 12，743，640 6，097，315 
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地方債借入先別及び利率別現在高の状況

(単位千円〉

二戸L工昭和54年度末 昭和55年度 昭和55年度 差引現在高 ⑨ の 矛リ 率 別 内 訳

現在高 発行額 償還元金額 ③+⑤ー@
③ ⑨ 。 ⑨ 6.5%以下 7.0%以下 7.5%以下 8.0%以下 8.5%以下 9.0.%以下 9.0 %超

1.政 府 資 金 11，113，389 1，776，700 146，449 12，743，640 6，024，391 567，649 5，807，057 344，543 ~ ~ 
(1)資金運用部 3，376，033 1，675，300 103，673 4，947，660 922，101 3，906，131 119，428 

内
内 (7) 

(イ)以外
2，364，439 1，668，800 64，816 3，968，423 453，018 3，439，197 ， 76，208 の もの

訳
訳 μ) 年金資金K

1，011，594 6，500 38，857 979，237 469，083 466，934 43，220 よるもの

(2)簡易保険局 7，737，356 101，400 42，776 7，795，980 5，1 02，290 567，649 1，900，926 225，11 5 ~ ~ 
2.公営 企業 金融 公庫 481，900 501，100 983，000 254，400 227，500 501，100 

3国の予算貸付・政府関係機関
.貸付C公営企業金融公庫を除。

4.市 中 銀 行 2，960，128 459，4 0 0 470，522 2，949，006 315，000 661，860 1，354，250 348，796 269，1 00 

5.その他の金融機関

6.保 険 会 社 26，000 ' 26，000 26，000 

τ.交 付 ~ー、A、 債

8.市 場 ノL、s、- 募 債

9.共 済 組 ムロ 502，220 1 20，700 22，620 600，300 150，200 223，600 105，800 120，700 

10.外 国 債

11.そ の 他 1，259，813 346，000 66，804 1，539，009 600，600 431，428 506，981 

合計(1 --11 ) ③ 16，343，450 3，203，900 706，395 18，840，955 7，220，391 1，379，709 6，689，585 2，812，674 469，4 9 6 269，100 

⑨ 
証 書 借 入 分 15，055，952 3，083，200 562，153 1 7，5 7 6，999 7，194，391 1，209，749 6，465，985 2，706，874 

の
証 券 発 行 分 120，700 144，242 1，263，956 26，000 1 69，960 223，600 105，800 469，496 内 1，287，498 269，100 

訳
うち登録債 1，273，258 120，700 142，802 1，251，156 26，000 169，960 223，600 93，000 469，496 269，100 

-64-



一般会計各款・節別決算額一覧表

~三\
1 2 3 4 5 6 7 8 

議会費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労働費 農業費 商工費 土木費

1.報 酬 97，860，000 36，532，600 1 3，615，000 331，500 7，282，500 39，000 888，500 

2.給 料 31，783，681 57 4，7 0 5，3 20 6 2 9，5 7 1，9 1 8 1 6 4，4 1 3，8 8 7 19，426，198 13，253，955 197，674，710 

3.職 員 手 当 等 72，000，270 7 7 1，57 1，0 7 5 498，678，4 1 4 150，706，137 16，827，741 1.1，862，246 1 6 8，0 8 0，1 3 1 

4.共 済 費 12，662，050 2 1 6，3 3 2，5 3 4 72，271，583 1 9，806，481 2，264，361 1，544，344 23，093，027 

5.災 害 補 イ賞 費 10，881 

7.賃 金 7，003，371 69，534，21 7 12，328，852 2 0，4 3 7，9 3 11 

8.報 償 費 23，466，800 38，239，508 11，599，550 49，000 8，456，826 354，200 1，551，260 

9.旅 費 4，897，592 8，366，165 4，585，129 852，025 87，520 1，343，644 111，671 1，314，247 

10.交 際 費 1，4 87，750 3，1 53，774 134，720 

11.需 用 費 7，240，082 1 7 5，2 5 9，2 4 8 1 57，6 6 1，4 4 7 25 5，8 50，9 11 736，835 1，905，126 269，851 56，1 3 3，2 50 

12.役 務 費 43，390 45，202，721 16，579，099 49，221，457 39，780 95，790 57，090 1，163，396 

13.委 託 料 2，966，150 1 9 1，9 7 1，0 5 2 1 3 2，9 8 7，9 2 7 5 9 4，9 5 8，8 3 1 784，500 111，775 1，500，000 1 4 1，55 7，283 

14.使 用料 及び 賃 借料 157，480 11，41 6，1 95 20，649，774 241，743 40，000 76，000 1，522，313 

15.工 事 請 負 費 20，389，000 98，089，600 34，353，000 7 6 7，6 3 1，0 0 0 

16.原 材 料 費 470，630 575，330 191，620 10，516，320 

17.公有財産購入 費 60，427，560 30，028，175 6 1 6，3 3 4，2 3 4 

18.備 ロロロ 購 入 費 225，980 29，186，267 9，794，503 19，052，292 155，200 1，522，376 

19.負担金・ 補 助及び交付金 1，912，500 68，614，680 68，427，327 3 5 8，2 4 9，2 80 1，214，000 34，732，520 12，159，744 56，093，144 

20.扶 助 費 2，1 57，265，070 1，392，000 

21.貸 付 金 15，980，000 20，000，000 35，000，000 3，1 33，098 

22.補償・補填及び賠償金 334，575 688，496 407，706 

23.償還金・利子及び割引料 67，067，986 4，680，030 

24.投 資及び出資 金 236，520 20，236，640 50，000 

25.積 立 金 1，025，847，057 

26.寄 附 金

27.公 課 費 1，211，800 548，300 

28.繰 出 金 1 0，44 1，111 1 5 2，0 0 0，0 0 0 8 1 9，9 8 3，000 

ぷ口』 計 233，236，925 3，349，218，922 4，1 9 1，9 0 2，547 1，69 2，942，506 24，303，635 92，826，401 76，635，807 2，8 8 8，6 2 9，2 2 0 
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~三
9 10 11 12 13 ムロ 計

消防 費 教育 費 公 債費 諸支出金 予備費 予 算額 決算額

1.報 酬 7，294，500 51，640，000 216，127，000 2 1 5，4 8 4，0 0 0 

2.給 料 7 7 5，4 4 4，0 4 1 2，4 1 0，7 8 8，0 0 0 2，4 0 6，27 3，7 1 0 

3. 職 員 手 当 等 5 8 7， 8 9 7， 7 0 4 2，306，577，000 2，277，623，718 

4.共 済 費 91，265，336 4 4 0，1 5 6，0 0 0 439，239，716 

5. 災 害 補 償 費 12，000 1 0，881 

7. 賃 金 2 2，4 6 6，1 6 0 I • 1 3 3，0 5 4，0 0 0 1 31，770，531 

8. 報 償 費 4，761，600 40，061，851 1 :3 0，3 5 4，0 0 0 1 28，5 4 0，5 9 5 

9. 旅 費 41 5，900 3，949，587 27，695，000 25，923，4 8 0 

10. 交 際 費 64，000 492，700 5，435，000 5，332，944 

11. 需 用 費 9，412，11 3 5 5 0，3 4 6，2 0 2 1，2 3 2，6 8 9，0 0 0 1，2 1 4，8 1 5，0 6 5 

12. 役 務 費 377，045 20，998，559 709，096 1 4 0，0 2 5，0 0 0 1 3 4，4 8 7，4 2 3 

13. 委 託 料 520，1 67，200 2 4 5，1 0 0，6 1 0 1，8 4 5，2 5 20 0 0 1，832，1 0 5，3 28 

14.使用 料 及び 賃借 料 200，000 46，728，866 83，051，000 81，032，371 

15.工 事 請 負 費 25，180，000 2，1 0 5，449，0 60 3，2 4 4，3 9 8，0 0 0 3，0 5 1，0 9 1，6 6 0 

16. 原 材 料 費 216，000 2，209，055 14，579，000 14，1 78，955 

17. 公 有 財 産購 入 費 1，662，810，744 2，3 7 8，5 4 3，0 0 0 2，369，600，713 

18.備 品 購 入 費 5，278，200 2 2 6，3 0 4，5 9 2 ←(内主明分 ) 
9，784，000 2 9 4，0 5 5，0 0 0 29 1，5 1 9，4 1 0 

19.負担 金 。補助 及び 交 付 金 20，1 73，018 232，708，013 80，162，000 9 3 6，5 9 0，0 0 0 9 3 4，4 4 6，2 2 6 

20. 扶 助 費 38，952，258 2，1 9 9，0 2 4，0 0 0 2，1 9 7，6 0 9，3 2 8 

21.貸 付 金 620，000 50，000，000 1 2 4，7 3 5，0 0 0 1 2 4，7 3 3，0 9 8 

22. 補 償。補填 及び 賠償金 222，370 1，792，000 1，653，147 

23.償 還 金・利 子 及び 割 引料 10，698，830 1，8 1 3，9 1 4，9 4 9 1，898，5 32，000 1，8 9 6，3 6 1，7 9 5 

24. 投 資 及び出 資 金 187，900 20，71 7，000 20，711，060 

25. 積 立 金 1，0 2 5，8 4 8，0 0 0 1，025，847，057 

26. 寄 附 金

27.公 課 費 390，600 2，406，000 2，150，700 

28.繰 出 金 9 8 2，4 2 5，0 0 0 9 8 2，4 2 4，111 

メ口』 計 5 9 3，9 3 0，1 7 6 6，7 1 6，5 5 4，8 3 8 1，8 1 4，6 2 4，0 4 5 130，1 62，000 2 2，4 6 4，8 9 8，0 0 0 2 1，8 0 4，9 6 7，0 2 2 I 
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一般会計給与費明 細書
(単位:円)

予 算 科 目 職 貝 数 給 与 費

共 済 費 メ口』 計

款 項 特別職 一般職 報 酬 給 料 職員手当等 計

30 人
人

1.議会費 11 97，860，000 31，783，681 72，000，270 20 1，643，9 5 1 12，662，050 214，306，001 

1. 議 会 費 30 11 97，860，000 31，783，681 72，000，270 20 1，64 3，9 5 1 12，662，050 2 1 4，3 0 6，0 0 1 . 
2.総務費 1，219 235 3.6，532，600 574，705，320 771，571，075 1，382，808，99 5 2 1 6，3 3 2，5 3 4 1，599，141，529 

1. 総、 務 管 理 費 20 11 7 299，500 2 9 6，7 4 5，5 1 2 5 3 0， ~ 8 6，1 6 9 827，431，181 183，770，614 1，0 11，20 1，7 9 5 

2. 徴 税 費 20 55 304，000 1 2 7，9 2 2，5 4 4 1 0 6，7 3 8，4 6 1 2 3 4，9 6 5，0 0 5 14，985，555 249，950，560 

3. 戸籍住民基本台帳費 52 119，465，1 42 95，756，073 2 1 5，2 2 1，2 1 5 13，989，421 2 2 9，2 1 0，6 3 6 

4. 選 挙 費 11 5 5 3，042，500 13，152，1 23 23，816，780 39，961，403 1，539，151 41，500，554 

5. 統 計 調 査 費 1，062 3 31，529，600 7，620，422 6，746，437 45，896，4 5 9 892，628 46，789，087 

6. i笹2とJ. 査 委 員 費 2 3 1，357，000 9，799，577 8，127，155 19，283，732 1，155，165 20，438，897 

3.民生費 136 304 13，615，000 629，5 7 1，9 1 8 4 9 8，6 7 8，4 1 4 1，141，865，332 72，271，583 1，2 1 4，1 3 6，9 1 5 

1. 社 会 福 祉 費 111 48 7，190，000 1 36，833，887 1 1 0，6 9 6，9 3 1 2 5 4，7 2 0，8 1 8 15，881，561 2 7 0，6 0 2，3 7 9 

2. 児 童 福 祉 費 24 240 5，640，000 4 5 5，11 0，220 3 5 5，5 3 6，0 27 8 1 6，28 6，24 7 51，989，139 868，275，386 

3. 生 活 保 護 費 1 7 785，000 17，495，826 15，815，145 34，09 5j9 71 2，045，533 36，141，504 

4. 国民年金事務費 9 20，131，985 16，630，311 36，762，296 2，355，350 39，11 7，646 

4.衛生費 14 68 331，500 1 6 4，4 1 3，8 8 7 1 5 0，7 0 6，1-.3 7 3 1: 5，4 5 1，5 2 4 19，806，481 3 35，2 58，00 5 

1. 保 健 衛 生 費 14 12 331，500 29，015，708 24，860，764 54，207，972 3，409，114 57，617，086 

2. -:L入A ヨEコ三 対 策 費 6 1 7，150，575 15，114，685 32，265，260 2，002，098 34，267，358 

3. 清 掃 費 50 118，247，604 110，730，688 2 28，9 7 8，2 9 2 14，395，269 2 4 3，3 7 3，5 6 1 

6.農業費 20 7 7，282，500 19，426，198 16，827，741 43，536，439 2，264，361 45，800，800 

1. 農 業 費 20 7 7，282，500 19，426，198 16，827，741 43，536，439 2，264，361 45，800，800 

1 商工費 3 5 39，000 13，253，955 11，862，246 25，155，201 1，544，344 26，699，545 

1. 商 工 費 3 5 39，000 13，253，955 11，862，246 25，1 55，201 1，544，344 26，699，545 
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〈単位:円〉

予 算 科 目 職 員 数 給 与 費

共 済 費 メ口』 計

款 項 特別職 一 般 職 報 酬 給 料 職員手当等 計

8.土木費
人 人

56 80 888，500 197，674，710 1 68，0 80，1 3 1 3 6 6，6 4 3，3 4 1 2 3，093，027 389，736，368 

1. 土 木 管 理 費 25 61，663，797 53，095，935 1 1 4，7 5 9，7 3 2 7，206，848 1 21，9 6 6，5 8 0 

2. 道 路 橋 梁 費 16 28 104，000 70，377，044 58，241，284 1 2 8，7 2 2，3 2 8 8，220，062 1 36，9 4 2，3 90 

4. 都 市 計 画 費 40 27 784，500 65，633，869 56，742，912 1 2 2，8 8 8，7 8 1 7，666，11 7 1 30，5 54，89 8 
3、

9.消防費 487 7，294，500 7，294，500 7，294，500 

1. 消 防 費 487 7，294，500 7，294，500 7，294，500 

10.教育費 258 320 51，640，400 7 7 5，4 44，0 4 1 587，897，704 1，4 1 4，9 8 2，1 4 5 9 1，265，336 1，506，247，481 

1. 教 育 総 務 費 4 28 3，354，000 73，091，088 60，873，052 1 37，318，1 40 8，450，905 1 4 5，7 6 9，0 4 5 

2. す"'"ら一 校 費 103 1 71 2 9，697，300 4 1 5，8 7 7， 1 3 6 2 9 8，3 7 3，3 9 0 7 4 3，947，8 2 6 48，859，137 792，806，963 

3. 中 ヴ，>u.ー 校 費 42 27 12，1 55，600 70，301，435 52，688，537 1 3 5，1 4 5，5 7 2 8，234，129 1 43，379，70 1 

4. 幼 稚 園 費 12 31 2，820，000 73，425，930 52，914，737 1 29，1 60，6 6 7 8，932，710 1 3 8，0 9 3，3 7 7 

5. 社 会 教 育 費 74 51 2，182，000 11 0，9 99，333 94，539，266 207，7 20，5 99 1 3，077，076 2 2 0，7 9 7， 6 7 5 

6. 保 健 体 育 費 23 12 1，431，500 31，749，119 28，508，722 61，689，341 3，711，379 65，400，720 

メ日斗 計 2，223 1，030 2 1 5，4 8 4，0 0 0 2，406，273，710 2，2 7 7，6 2 3，7 1 8 4，899，38 1，4 28 439，239，716 5，3 3 8，6 2 1，1 4 4 

扶 養 手 当 8 9，6 0 8，3 0 8 通 動 手 当 62，7 9 5，4 20 

調 整 手 当 2 0 3，9 4 2，6 6 1 時間外勤務手当 8 3，2 3 1，6 9 9 

職員手当の内訳 管理 職手当 7 9，1 2 0，3 3 0 宿日直 手 当 3，1 1 7， 2 5 0 

特殊勤務手当 1 2，40 5，8 5 3 住 居 手 当 6 6，1 3 7， 5 7 6 

児 童 手 当 9 3 0， 0 0 0 退 職 手 当 278，8 3 1，6 9 1 

期末勤勉手当 1，3 9 ~ 5 0 2，9 3 0 

-68-



基金の運用状況



o 基金運用状況

地方自治法第 241条第 5項の規定K基づき、用品調達基金・国民健康保険高額療養費貸付基金・土地開発基金及び

国民年金印紙調達基金の昭和 55年度における運用状況について報告します。

昭和 56年 9月

日野 市長森 田 喜美男



昭和 55年度 用品調達基金運用報告書

収 入 額 4 4， 0 4 3， 5 4 2円

内 訳

前年度繰越金

払出回収金

支 出 額 3 9，9 5 4，40 3円

内 訳

前年度未払金

支 払 額

翌年度 繰越額

在 庫

現 金

未 収 金

未 払 金

(現金+在庫+未収金)一未払金=6，0 0 0，0 0 0円

回 転数 支出額 7 6， 0 0 0， 0 0 0 = 6. 6 6 

用品調達基金利子 8 6，9 9 7円…・・……-一般会計へ

ーも守一

2，8 0 8，014月

4 1， 2 3 5， 5 2 8円

-1， 7 9 8， 3 6 4円

3 8， 1 5 6， 0 3 9円

2， 2 2 9， 6 5 3円

4， 0 8 9， 1 3 9円

1， 6 8 3， 3 3 4円

2， 0 0 2， 1 2 6円



1. 月別運用状況

月

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

1 

2 

3 

収

執 行 額

1，5 4 4，1 5 1 円

........................... .. 
4，3 5 2，1 6 5 

3，835，707 
-・・・..・・・・.....・・...... 

8，187，872 

7，7 8 7，0 2 1 
-・・・・・・・・・・・............. 

1 5，974，893 

1，70 7，955 
-・・・・・................ 

1 7，682，848 

4，751，526 
...................... .. 

2 2，4 3 4，3 7 4 

1，285，963 
-・・・ ・・・.............. 

23，720，337 

。
-・・・・・・・................ 

23，720，337 

2，0 6 4，6 1 1 
-・.................... 

25，784，948 

3，8 4 3，8 1 0 
......................... .. 

2 9，6 2 8，7 5 8 

4，6 2 6，3 40 
-・............・・・・・・・..

34，2 5 5，0 9 8 

1，959，161 
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

3 6，2 1 4，2 59 

7，829，283 
-・・・.................. 

44，04 3，5 4 2 

上段当月分
( )  
下段累計

在 庫

円

4，0 6 3，8 0 5 

4，545，190 

4，7 4 6，1 3 5 

5，20 7，20 3 

4，632，777 

3，5 25，9 1 8 

4，3 29，1 3 8 

3，9 5 9，74 5 

3，6 3 1，9 3 1 

3，4 7 9，6 1 9 

2，8 54，97 2 

2，229，653 

2. 年度末 における基金の状況

収

執 行 額 在 庫 未 収 金

44，04 3，54 2
R 

2，229，653 
円

1，683，334 

入

昭和 55年度 用品調達基金運用状況

入 支 出
現 金

未 収 金 メ口』 計 執 行 額 未 払 金 A口h 計

円 円 2，0 3 6，0 1 4 円 円 円

1，4 1 1，9 7 3 9，8 27，94 3 .... ..・・・・・・・・・・・・・・・・・
2，0 36，0 1 4 

1，7 9 1，9 2 9 3，8 2 7，94 3 2，3 1 6，1 5 1 

5，1 23，58 1 
3，0 4 2，9 2 6 1 5，775，988 ...... ..・・・・・・・・・・.... 2，6 1 6，3 9 3 9，775，988 1，0 28，2 7 7 

7，1 5 9，5 9 5 

3，9 3 2，0 9 3 
860，896 2 1，5 8 1，9 24 ...................... .. 4，4 90，2 3 6 1 5，581，924 4，883，205 

1 1，0 9 1，68 8 

3，6 1 7，4 7 4 
2，4 0 7，62 1 25，297，672 -・.................... 4，588，510 1 9，2 97，6 7 2 2，973，686 

1 4，7 0 9，1 6 2 

5，1 36，6 6 3 
2 4，5 5 8 2 7，0 9 1，70 9 -・・・ ..・・・ ・............ 

19，845，825 
1，245，884 2 1，0 9 1，70 9 2，58 8，5 4 9 

1，4 0 0，4 3 0 。 27，246，255 -ー・・................... 。 2 1，2 4 6，2 5 5 2，4 7 4，0 8 2 
2 1，2 4 6，2 5 5 

7 3，8 1 2 
-3，5 5 9，6 9 6 31，609，171 ..・・・・・・・・・・・・・.......... 

2 1，3 2 0，06 7 
4，2 8 9，0 0 4 2 5，6 0 9，0 7 1 2，40 0，2 7 0 

1，1 14，286 
3，585，001 3 3，32 9，6 9 4 -・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・ ・・ 4，8 95，34 1 2 7，3 29，6 9 4 3，3 5 0，59 5 

22，434，353 

5，4 79，3 1 9 
3，308，790 36，569，479 ........................ .. 2，6 5 5，8 0 7 30，569，479 1，7 1 5，086 

27，91 3，67 2 

2，4 8 2，1 0 7 
1，2 3 8，1 7 6 38，9 7 2，8 9 3 -・.................... 

30，3 95，779 
2，5 7 7，1 1 4 32，9 72，89 3 3，859，319 

3，1 44，4 4 3 
4，0 4 9，4 2 5 4 3，1 1 8，6 5 6 .o..................... .. 

33，540，222 
3，5 78，434 3 7，1 1 8，6 5 6 2，674，037 

6，4 0 2，8 5 2 
1，68 3，3 34 47，9 56，529 ...................... .. 

39，9 43，074 
2，0 0 2，1 2 6 4 1，9 4 5，20 0 4，1 00，46 8， 

十基 金.. . . .. 6， 0 0 0， 0 0 0 ¥ 
/在庫.. • . •. 2，2 2 9，6 5 3¥ 

!現金.. . . .. 4， 1 0 0， 4 6 8 1 

¥未収金.. • • •. 1，6 8 3，3 3 4 ) 

I 1 = 1 1，3 2 9 円......余剰金
L未払金.... •. 2，0 0 2，1 2 6リ

(余剰金は 3月 31 日一般会計へ繰出)

支 出 棚卸 K よる増減
現 金

A口h 計 執 行 額 未 払 金 メ口』 計 余剰l金 過不足額 差 引 額

円
47，9 56，529円 39，9 54，40 3円 2，0 0 2，1 2 6 

円
4 1，9 5 6，5 2 9円 1 1，0 5 8円 271円 1 1，329円 4，0 8 9，1 3 9 
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利益

内訳

上半期電池 (単 1) O. 5円X1，9 0 0ケ=9 5 0円(端数切上げ)

11 11 (単II) O. 5円X1，0 9 6ケニ 548円( 11 

下半期 11 (単 1) O. 5円X4， 6 3 2ケ=2，3 1 6円( 11 

封 筒(大) O. 2円X6，9 48品枚=1，3 8 9.6 0 円 (購入価格値下り)

11 (特中) 7 5円X5束=3 7 5円 11 

11 ( 中) O. 2円X1 0 0束=2 0円 11 

白地図(1万分) 2 0円X4 6 5枚=9.3 0 0円 11 

左』
口 計 1 4， 8 9 8円

損失

内訳

支出伝票 6 0円X6 4冊=3，8 4 0円(購入価格値上り)

之』
仁I 計 3， 8 4 0円

差引余剰金 1 1， 0 5 8円

昭和 55年度 用品過不足調書

A 不足分

口仁口才 名 規 格 単位 数量 単 価 金 額 備考

円 円

サインペン 黒(水性) 打 2 662 1，3 2 4 

11 黒(油性) H ム 2 848 f::， 1，6 9 6 

電 池 単 E 個 ム60 4 1 f::， 2， 4 6 0 

11 単 阻 11 3C 119 3.5 7 0 

ク レ ン ザ ー H f::， 1 5 2 /::， 5 2 

トイレ 用洗剤 本 f::， 1 8 0 /::， 8 0 

等 短柄床 用 11 f::， 1 140 ム 140 

H 竹 11 f::， 1 195 195 

企に』I 計 271 

(注)いずれも台帳登記数と在庫数との比較増減
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昭和 55年度国民年金印紙調達基金運用状況報告書

3. 執 行状況(月別)

1.総括表 月 印紙購入状況 印紙売捌状況

4 ，ー 20 9，0 0 0，0 0 0 円 2 1 0， 0 6 7， 5 4 0 円

種 別 金 額 内 訳 5 1 7 5，0 0 0，00 0 円 1 7 ~ 9 29，40 0 円

基金 の額 35，000，000円
6 3 5，0 0 0，00 0 円 40，7 4 2，9 0 0 円

7 1 20，0 0 0，00 0 円 95，308，830 円

54年度印紙
11，018，810円 2.参 照

繰 越 金

8 7 0，0 0 0，0 0 0 円 77，002，790 円

9 30，1 00，0 00 円 3 3，0 1 6，0 8 0 円

10 9 0，0 0 0，00 0 円 8 2，1 5 3，2 8 0 円

印紙購入
1，0 3 4，1 0 0，0 0 0円 3.参照

執行状況

11 7 0，0 0 0，0 0 0 円 7 2，8 -7 -9， 9 9 0 円

12 6 0，0 0 0，0 0 0 円 6 3，4 22，5 2 0 円

印 紙売捌
1，0 3 7，76 6，9 7 0円 3.参照

執行状況

1 7 0，0 0 0，0 00 円 7 5，2 0 3，2 1 0 円

2 7 0，0 0 0，0 0 0 円 7 0，1 8 2，7 3 0 円

3 3 5，0 0 0，0 0 0 円 3 9，8 5 7，70 0 円

(前年度印紙繰越金+印紙購入執行状況) 合計 1，0 34，1 00，000 円 1，0 3 ~ 76 6，9 7 0 円

印紙残額 7，351，840円 一印紙売捌執行状況

( 1 1，0 1 8，8 1 0円+1，0 34，1 0 0，0 0 0円)

-1，0 3 7，7 6 6，9 7 0円
4. 昭和 55年度基金残(昭和 56年度繰越)

預金残額 27，648，160円

基 金の額 印 紙 現 金

3 5，0 0 0，0 0 0 円 7， 3 5 1，8 4 0 円 2 7， 6 4 8，1 6 0 円

印紙残内訳

2. 昭和 54年度基金繰越額 印 紙の種類 印紙枚数 金 額

基金の額 印 現 金紙
1 0 円印紙 54 枚 540 円

100 円印紙 1 3 枚 1，3 0 0 円

2 5，0 0 0，0 0 0 円 1 1，0 1 8，8 1 0 円 1 3，9 8 1，1 9 0 円
1，000 円印紙 7 0 枚 7 0，0 0 0 円

20，000 円印紙 5 9 枚 1，1 8 0，0 0 0 円

5 0，0 0 0 円印紙 122 枚 6，1 0 0，0 0 0 円

メ口』 計 318 枚 7， 3 5 1，8 4 0 円

5. 回転率

回 転 = 印紙購入執行状況 基 金 額

2 9.5 457 回 1，034，10 0，0 0 0 円-:- 3 5， 0 0 0， 0 0 0 円
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昭和55年度

国民健康保険高額療養費貸付基金運用状況報告書

1.総括
(単位:円)

基 金 貸付金 現 金

5 4年度末 3，0 0 0，0 0 0 5 0，8 3 8 2，949，162 

5 5年度末 3，0 0 0，0 0 0 660 2，999司 340

本月末貸付残高 償 還 支 払 し1

4 1，2 5 1，8 3 7 。 1，20 0，9 9 9 

5 2，6 4 9，9 57 3 5，5 5 6 1，4 3 3，6 7 6 

6 1，75 7，3 3 1 1，1 49，066 2 5 6，4-4 0 

7 1，6 8 5，2 5 9 7 2，0 7 2 。
8 。 1，685，736 477 

9 1 0 8，5 28 。 1 0 8，5 28 

1 0 3 1 9，28 1 。 2 1 0，7 5 3 

1 1 4 5 9.2 5 5 。 1 3 9.9 74 

1 2 2 5 5，0 09 2 0 4，2 4 6 。
1 344，460 。 8 9.4 5 1 

2 1，140 3 4 3，3 2 0 。
3 660 480 。
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昭和 55年度 土地開発基金運用状況

(単位円)

左 の 内 訳 左の内訳 左の内訳 決算年度末の基金の内訳

前年度末 決算年度 決算年度 決算年度 決算年 決算年度 '決算年度

中の基金 末基金の 中の土地 度中の 中の運用 中の基金
土地取

土地取
土地取 土地取

基金の額
土 地 得事業 運 用

増加 額
一般財源、 運用収

額 売却収入 対象額 運用額
土地 得事業 土地 得事業 運 用

特別会 額
得事業

特別会 特別会
保有額 計へ貸 残 額 積 立 額 益積立 特別会 取得額

計への
取得額

計へ貸 残金

付中の 額 計貸付 貸付額 付中の

もの 回収額 もの

A(a+b+c) b B (d +e) d e C (A+B) D E 
F(A+B+ 

G (f +g) f 
H (a-D 1 (b-E J(F-G 

a c D+E) 
g 

+f) +g) -a) 

533，140，097 381，891，029 01151，249.068 10，441，111 10，441， 111 01 543，581，208 31，568.559 01575，149.767 25，661，000 25，661，000 01 375，983，470 01167，597，738 

-74-



-ー、，-
‘骨


